
平成20年度第1回全国「介護サービス  

情報の公表」制度担当者会議資料  

平成20年5月23日  

厚生矧動省老健局振興課   



日  次  

1 制度の意義・仕組み等について  

2 制度の適正な運用等について  

33  3 今後のスケジュール等について  

39  4 平成20年度国庫補助について  

5 参考資料  

1   



等臆書鈍丹竃  瑠 制度   

ー1－   



平成20年5月23田  

厚生労働省老健局振興課長  

古 都 賢 一  

介護保険制度の見直し  
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『⑳辱後も望◎  ビ†！】  』  

要介護高齢者⑬変偲厨這対応』た伊野⑬改革  

圃能髄◎給館⑬効率化／重点脂  制度⑬掩   

地域生活の継続を支える包摘的ケアシステ息  

介護菅田ビス事業者⑬動向  
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在囁  

ホームヘルパー（従事者）の推移  

1965年 1970年 1975年 1980年 1985年1990年 1993年 1998年 2003年  

（注）1998年までの人数は各年度末の従事者数であり、2003年は2003年10月1日時点のものである。  

（出典：社会福祉行政業務報告、介護サービス施設・事業所調査）  

デイサービス事業所の推移  

I．080か所  

（1989年）  （2000年4月末時点）  （2006年1月末時点）  

（出典：WAMNET他）  

在宅サービスでの民間事業者の参入  
○ 介護保険制度により行政による措置から利用者によるサービスの選択に大きく転換。 在   

宅サービスは提供主体に制限がなく、営利法人の指定事業者数も大きく伸びている。  

主な居宅サービスにおける事業者数  

事業所数  
増減  

H12年7月→17年4月   

営利法人   
10，222 （31％）  32，199 （49％）  215％増   

社会福祉法人  17，452 （53％）  22，730 （34％）  130％増   

1，307  
NPO・農協・生協   （4％）   4，127 （16％）  216％増   

1，672  
地方公共団体   （5％）   1．001 （2％）  40％減   

その他   
（医療法人等）  

2，447（7％）  6，198  153％増     （9％）   

合計   
33，1，00 （100％）  66，255 （100％）  100％増  

平成12年7月  平成14年4月  平成16年4月  平成17年4月  

出典：WAMNETベース  

※「主な居宅サービス」は、訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護、痴呆対応型共同生活介護、特   
定施設入所者生活介護、福祉用具貸与の7サービスの合計。  
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～不正事業者が拝在化♭て童てももる軸  

指定取消処分等のあった介護保険事業所は、閻にのぼる。  

○事業所t施設の内訳の推移   

＼   、＼  
＼  平成   平成   平成   平成   平成   辞威   会 計  

＼    ＼  12毎度  13辱度  14毎度  】5年度  16毎度  け毎度   

訪問介監   9   32   42   田   27   1朗  

訪問風潜介霊  0   5  

訪問密雲   0   0   4   5   2   2   12  

訪問リハビリテーション   0   0   2   0   0   2   4  

居宅廠症普選指層   0   3   2   2   2   9  

退所介護   0   9   8   丁   

サ u  2   2   2   8   

ピ  0   0   0   3   5  

ス   0   6   

種 別  ○   2   0   5   6   14  

特定施設入所者生漕介藍   ¢   0   0   0   2   2   4  

福祉用具貸与   ○   5   丁   4   1丁  

居宅介謹支援   15   29   25   25   22   116  

介護老人福祉摘儲   ¢   0   0   0   0   0   0  

介書巻人偏低縮儲   ¢   0   ○   0   2   2  

介蓋療養型医療施設   2   2   丁   丁   2l   

合  計  7   30   90   l05   引   粥   10g   

高齢者介護⑰新転炉方向  
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1介護予防の推進  
－「介護」電デノ♭⇒「介護＋予防」モデルヘ  

2 認知症ケアの推進   

－「身体ケア」電デル  

⇒「身体ケア＋認知症ケア」モデルヘ  

3 地域ケア体制の整備   

－「家族同居」モデル  

⇒「家族同居＋独居」モデルへ  

介護保険制麿改革の主な内容  
〔具体的内容〕  

新予防給付の創設、地域支援事業（仮称）の創設  予防重視型システムへの転換  

施設給付の見直し  居住費用・食費の見直し、低所得者等に対する措置  

地域密着型サービスの創設、地  
の創設、居住系サービスの充実  笥監禁㍍  新たなサービス体系の確立  
見直し等）、．医療と介護の連携の強化、地域介護・  
福祉空間整備等交付金（仮称）の創設  

情報開示の標準化、事業者規制の見直し、  
ケアマネジメントの見直し   

第1号保険料の見直し、市町村の保険者機能の強化、  
要介護認定の見直し、サービスの適正化・効率化  

社会保障制度の一体的見直しと併せて検討、その  
結果に基づいて、2009年度を目途として所要の措  
置を講ずる  

検討は、平成18年度末までに結果が得られるよう  
新たな場を設ける  

サービスの質の確保・向上  

負担の在り方■制度運営の見直し  

被保険者■受給者の範囲  

※施行：2006年4月（ただし施設入所費周¢見直しについてl鼓2005年瑠0月施行）   



ニモ至妻衰  こナ＝ご・ごこ、  

○ 介護保険制度では、要介護状態となった場合でも、できるだけ居宅で自立した日常生活を  営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスの給付を行っている。  
市町線描忠  都道府県指念  

ーピ畏   

匠防間啓一ビス】  
○訪問介鬱 ○訪問見落介怒  
○訪問頓狂 ○訪問リハビリ矛－シ選ン  

○屡宅轟萄官選婚駐  
匠過帝啓一ビス】  
○迫所行蛋 ○勤煎リハビリテーシ≡ン  
E絶対Å爾曾－ビスヨ  

○矩期風雨金港介藍 ○任期風雨霹琶介堅  
Eその他ヨ  

○特定祐昔風麿音盤汚介監  
○韓定宿社用具販売 ○密祉用具質辱  

◎地域蔭憲型轡一隠見  ◎施設啓一ピ謁  

○設問対応鰹訪問分野  

○密知麗対応型題節介監  
○棚l璃摸夢標識型居宅介班  

○認知痙封偲腰共同生浩行監  

○地域密封蜜特定施設入靂音盤露命藍  

○地域密着髪介匿巷Å語祉施設   
入荷密生諾介匪  

○介帯電Å福祉施設  
○命田老Å侶藍籠琵  
○介帯賓蚤理匿定；施設  

◎歴電介藍支麗  

◎介寮予防轡－ビ為  

◎地域密着型命審学齢轡－ビス  
【訪問サービス】  
○介琶予防訪問介筐 ○介詮予防訪問入港介監  
○介書予防訪問響謹 ○介諺予防訪問リハビリテーション  
○介護予防居宅療養管翌持啓  
【適所サービス】  
○介雷撃膀適期介密 ○介匪予防溺廟リハビリテーション  
【短期入所サービス】  
○介筆予防短期入荷生活介駁 ○介怒予防薙潜入所感童介藍  
【そ¢触】  
○介罷予防響尭施設入居者生清介鰹  
○特定介鱈予防樺社用具陳亮 ○介髄予防福祉用異餞唇  

○介密事陣取知痘対応型電荷介怒  
○介偲摺欄帥ヽ規模夢穏能整居宅介鰹  
○介盛予防既知症対応型共同生淳介怒  

◎介匿予防支抵  

「介護サ四ビス情報の公表」   

制度が求められる背景  
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『館叢  盤轟』閻魔創設  

①介護保険制度の仕組み   

0介護サービスは利用者が自ら選択→利用者本位  

0在宅サービスは主体規制の撤廃→供給量の確保  
0競争による介護サービスの質の向丘  

③利用者の事業者選択に資する情報提供環境の整備が必要  

介護サービス情報の公表制度の基本的役割  
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介護保険菅山ぼ鼠⑬質儲確  
（事業者において行われる行為）  （一義的な受益者）  

最
低
基
準
を
遵
守
す
る
事
業
者
 
 

「介護智凹ビス情報の公表」  
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「介護サービス情報の公表」制度の趣旨口目的  

介護保険サービスの利用■提供は「利用者」と「事業者」との契約  

琶滞1用者】より適切な事業者を選択することが必要   

→要介護高齢者等は事業者と対等な関係であ情報入手に困難  

（適切なサービス利用ができず心身機能低下のおそれト  

【介護サービス情報の公表制度】  

○ 契約の一方の当事者である事業者が、利用者の選択に資す   
る情報を自ら公表  

・利用者が適切な事業者を評価・選択することを支援   

■事業者の努力が適切に評価され選択されることを支援  
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鼠情緒  盤義朝  言■「こ蔓妻；‾－－‾こ＝  
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情 報 公 表 ⑬ 方 法  

全ての（多くの）事業所の情報を、公平に、いつでも、誰でも  

閲覧可能とし、利用者の比較検討日選択を支援  

介護サービス情報の公表の効果  

【利用者】  

○何を見て選ぶのか→視点の理解  

○比較検討材料を入手→選択肢の絞り込み  

【事業者】  

○自らの取組の努力→広く広報  

○他の事業者の取組→参考材料  
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サービスの種類ごとの施行スケジュール  

平成18年4月施行サービス  

①訪問介護、②訪問入浴介護、 ③訪問看護、  

④適所介護、  

⑤特定施設入居者生活介護（軽責老人ホーム、有料老人ホーム）、  

⑥福祉用具貸与、⑦居宅介護支援 、  

⑧介護老人福祉施設、⑨介護老人保健施設  

平成19年卑周施行サービス  

①訪問坊㈹ビlメテ噂ション、②適所射場用テⅦション、  
③介護療養型医療施設  
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サービスの種類ごとの施行スケジュール  

平成20年4月施行骨－ビス  

①認知症対応型通所介護、②特定福祉用具販売、③短期入所生活介護、  

④短期入所療養介護（介護老人保健施設、介護療養型医療施設）、  

⑤介護予防訪問介護、⑥介護予防訪問入浴介護、⑦介護予防訪問看護、  

⑧介護予防訪問リハビリテーション、⑨介護予防通所介護、  

⑩介護予防認知症対応型適所介護、⑪介護予防適所リハビリテーション、  

⑫介護予防特定施設入居者生活介護（軽責老人ホーム、1有料老人ホーム）、  

⑬介護予防短期入所生活介護、⑭介護予防短期入所療養介護（介護老人保健  

・施設、介護療養型医療施設）、⑮介護予防福祉用具貸与、  

⑯特定介護予防福祉用具販売、⑰地域密着型特定施設入居者生活介護（軽費   
老人ホーム、有料老人ホーム）、  

⑱地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

報告・調査・情報公表の計画的実施  
○ 全国1  0万以上の事業所の報告・調査・情報公表を円滑に実施  

（介護報酬収入年額100万円を超える事業所が対象）  

→ 毎年、都道府県ごとに計画を定めて実施  

画で定め  る主な事  

1計画の基準日  

2 計画の期間  

3 報告対象事業所の名称  

4 報告の提出先及び期限  

5 調査月  

6 指定調査機関の名称  

7 情報公表月  

8 その他  
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な項田  

頂 運営法泉等⑬概要  

塁 審某所田施設の概要  

認 従業者⑰状況  

4 介護骨四匠鼠⑬内容  

5 利潤儲  

6 都道府県知事が必要と認め   

る事項  

（介護老人福祉施設の例）  
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施設からの「基本情報」の報告例  

（施設に関する事項）  （介護サービスの内容に関する事項）  

00県ロロ市△△町8－9－0  

＝＝   凄弛    知顧    二■．ノ 塞軸蜘麟      毎少  あり  

栄養琢シ‡由㊥衰         庵ぐ      なし  ．‘獅  
儀   報翻    軸自尊坤奉献 

なし  一∫，   
・ 

（従業者に関する事項）  （利用料等に関する事項）  

‡恵三従＿ニミ三  了触車匪‘  ▲二番凝・∴＝  

1Fてし：’ 闇 ・7トニ■1  0   0   0  

l   0   0  0  

J：  十十＋ ごヰ 一望   5   0   0  

喪  軽重    で二 や ∵＋  12   0   3  

1介護サービスの内容  

①契約内容、介護サービス計画内容等の説明の有無  

②介護サ「ビス提供マニュアル、実施記緑等の整備の有無  
③相談、苦情等対応の取組の有無  
④介護サービス提供内容の評価、見直し等の取組の有無  
⑤地域住民、ボランティアの受入れ等外部との連携の有無   

2 事業所暮施設の運営状況  

①事業計画等の策定・開示、 業務改善会議等の取組の有無  
②業務分担の明確化、相談指導休刊の確保等の取組の有無  
③安全管理■衛生管理の取組の有無  

④情報管理、個人情報保護等の取組の有無  
⑤計画的な従業者研修、利用者意向を踏まえた運営改善等の   
取組の有無  

ー16－   



○ 調査員2名以上   

（1名はサービスに関する知識を予め有する者）  

○ 事業所を訪問し、代表者との面接調査  

臣面接調査の方法ヨ  

○ 報告日現在 及び 報告日前1年間の調査  
○ 報告された事項のみを調査  

○ 事業者が提示する情報の事実の有無を確認  
（注）良し悪しの評価はしない  

※ 事業者自らの公表が前提  

※ 利用者自身の評価力の育成  

※ 評価は、人（主観）により異なる  

○ サービス提供記録等は、原本を1件確認  

※ 事業者は、1件で他の日常的な取組を説明  
※ 一定の確認基準は評価につながる  

○ 資料は、紙、電子媒体は問わない  
○ マニュアル、記録等の具体名は問わない  
○ 事業計画等は、法人全体のもので可  
○ 研修会等の記録は、題目、日時、出席者、概要   
等を確認  

○ 研修は、外部研修への参加でも可  

【調査の終了ヨ  

○ 調査は、調査結果についての同意を得て終了   
E調査結果に事実誤認がないこと   

石調査結果がそのまま公表されること  
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「調査情報」の報告及び調査結果の例  

憩大項目‡ヨ介護サー  

勲・‡   ≡吉  ・・蒔∴∴ご二      ′こ＝ユユ   、1．匪朝野リソニ     繁華         こ・。∴亭仁  し‾q  

り     り  
‘ キ㌧J              つ■  

あ 

て ．なし   な  し  

毒    ・‡  

雇三    ・座  

こ■～：′ こ’1し、          畠   ヾ ∴    Lニこノ・」 ＝ ”草扇             丞  転      串      ∴′勺1j－ ∴ノ～ご コト YLノ・心こ1  生ゃ 亭巨＝ご  
√ト′  

、．  

【基本機能】  

・介護サービス・住所一覧   

からの検索  

也0（つ且介  

○しこ▲≡1二ご、山○■111】  

殴介滞サービス醐（…相即   

暮■■tl▲√■：■lllltJl ■二■■1、もJ■・■■■■■l▼ 

手脚贈市t■コご8  

もI事 馳曾哺1叫中珊             力■ゴサー・・・ビュ 三州■■  雌1■疇 摺▼フさ1－  

t鰭＝澗ペコ・Rr‖ 7▼クユニ（叫n…択一開  

雷■轟】■●一Iコ1＝＝8乃               梱貫こ平成一色才■は式け坤≡〉  封i竃■．￥成，dた鷹  

■．．一■一＿－■▲ 】叩∩一←り」－TrlもJ二■世伝 ＝兄r・∫rmて仁7¶■■℡㌧∩．わり・て一暮■サーγ」・一－＝  

▼空＿」；・へ÷：；二∴l→ニ∴Jニ■こニエr∴丁ユニ：ニ： ■ll主．．こ肋一く－・クモH●■プラウサノヽ■lIt  

・複数事業所の比較  
＿上紙∴へ十舶り黙9  

ll己入■月日  

た入讐毛  ′  拝▼I■僧  
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方に配慮した設計  

（拡大文字、音声読上）  
一専門的な用語の説明   

一18一  



ファイル曙〉 編集（9 畏示（切 お気に八り（少 ウールロ ヘルプ坦）  

⑳取▼＜J 主産い玲ノ噌焦せくゎ虹入り㊦ ゴー・三 盛、J温迅   

レ／′p r老けMP′ん疇岬職亡00竹花a即叩／触kHyh土  

i由ベーブ鮪象荒さーはし克  ○任繊矯みサイト  

調査事務・情報公表事務の手数料  

○ 手数料は事業者負担  

事業者が、利用者の選択に資する情報を公表し、より適切な   

事業者が選ばれることを支援 → 事業者の受益  

○ 都道府県条例で定める   

■各都道府県の調査体制、地理的条件等を踏まえて算定   

■議会議決等  

○ 国はガイドラインを提示  

介護保険制度に基づく全国共通の制度  
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指定情  報公表  ンター・指定調査  

（平成19年7月1日現在）  

指定情報公表センター  指定調査機関  

都道府県直営   6   13％   

社会福祉協議会   28   60％   

財団法人   4   8％   

社団法人   2   4％   

NPO法人   2％   

国保連 6   13％   

合 計   47  100％   

都道府県直営   0   0％   

社会福祉協議会   36   13％   

社会福祉法人（社協を除く）   5   2％   

財団法人   13   5％   

社団法人   23   8％   

NPO法人   99   36％   

国保連 2   1％   

有限会社   35   13％   

株式会社   55   20％   

その他   5   2％   

合 計   273  100％  
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（平成19年7用1田現在）  

調査事務計画の終了周  情報公表事務計画の終了周  

終了計画用   都道府県数   

平成20年1月宋   2   

平成20年2月宋   13   

平成20年3月未   28   

平成20年5月末   3   

平成20年7月末   

平成20年2月宋   

平成20年3月宋   33   

平成20年4月未   9   

平成20年5月宋   

平成20年6月末   

平成20年7月末   

平成20年8月末   

情報公表対象事業所数  
（平成19年7月1日現在）  

調査員の登録状況  
（平成19年7月1日現在）  

訪問介護   24，464   

訪問入浴介護   2，334   

訪問看護   8，328   

訪問リハビリテーション   2，454   

適所介護   20，013   

通所リハビリテーション   6，362   

特定施設入居者生活介護   2，095   

福祉用具貸与   6，169   

居宅介護支援   28，459   

介護老人福祉施設   5，794   

介護老人保健施設   3，436   

介護療養型医療施設   2，263   

調査員数  

（人）   

構成割合   

常勤   1，092   12％   

非常勤   8，017   88％   

合 計   9，109   100％  
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介護サービスの情報の公表制度については、利用者や介護サービス事業者等から下記のような問題点があると  
指摘が寄せられていることから、指摘事項に対しては逐次対応し、制度の適切な運用を図っているところである。  

1利用者 等に対して制度の周知が不十分なのではないか。院醐   

るものになっていないのではない力㌔  

【現状】   

・公表画面アクセス数 平成19年5月現在 約22万件  

（※システム不具合等によりアクセス数が抽出できない4県を除くデータ）  

平成20年1月現在 約24万件  
【対応】  

・政府公報等を通じ、利用者への制度の普及啓発に努めているところ  

・全国会議等において、各都道府県に対し、被保険者のいる世帯、管内市区町村、地域包括支援センター、   

居宅介護支援事業所等介護サービスの利用者の相談に応じる多様な主体に向けて、広く本制度の活用につ  

いて普及啓発を行うよう要請  

・今後、情報の項目の妥当性について検討を進める。  

運営の透明性の確保が不十分なのではないか  

【現状】   

■ 全国会議等において、本制度の事業運営について、運営状況の開示を要請してきたところであるが、呈旦謎  

道府県については運営状況開示済み（予定含む）であり、27県については、未開 示（平成19年10月時点）  

→ 平成20年3月1日段階で、43都道府県については運営状況開示済み（予定 含む）となり、残り4県につい  

て未開示  

【対応】  

・全国会議等において、各都道府県に対し、各都道府県等のホームページ等を活用して積極的に事業運営の   

公表を行うことによって事業運営の透明性を確保を図り、幅広く国民の理解を得られる制度となるよう、適切な   

対応を行うことを要請  

3 手数料水準が事業運営のコスHこ見合ったものでなく、過剰な負担となっているのではないカ㌧  

【現状】  

・各都道府県が、事業所に対する調査体制、地理的条件等を踏まえて算定し、都道府県条例で手数料を定め   

ている。  

（全晰千円  
（調査事務手数料脚情報公蓑事務手数料 約1万3手円）（平成19年7月1日現在）  

→  （全国平 均）約4二万5手円  

（調査事務手数料 約3万5千円 情報公表事務手数料約1万1手円）（平成20年4月1日現在）  
【対応】  

・一昨年より、全国会議等において、可能な限り調査事務等の実態を把握し、手数料の水準の妥当性等につ   
いて検証し、対外的にも理解が得られるものとなるように、必要な条例の見直し等適切な対応を図るよう、累   

次要請してきているところ。本年1月16日に開催した全国厚生労働関係部局長会議や、本年2月27日に開   

催した全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議においても、再度、同様の要請  
・また、昨年12月4日付けで、各都道府県に対して事務連絡を発出し、対外的にも妥当性等についての理解   

が得られる水準の手数料に引き下げるなど必要な条例の見直し等の取組を行うよう、重ねて依頼  
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介護サ伽ビ剥蘭報の公表に係る事務の簡素化  

辱鷹からの新虹齢施策ヨ  

瑠 介護予防サ皿ビス等⑬正体的報告日調査   

（一体的に運営する事業所）   

中 平威2⑳辱魔から過励田施行予定⑬介護予防骨皿醒呆   

等の報告日調査につ』もで、既に施行済⑬介護骨密ぼ果   

の報告日調査と中藤的に実施ずる。  

21駒唱腰画面からの直接Åカによる報告方法の導Å  

→ 事業所報告・調査結果報告について、紙媒体叉撼   
磁気媒体による報告から、インタ騨ネット上での報告   
へ改善する。  

より良い情幸艮公表制度の実現に向けて  

1制度の理解促進  

2 早期全面施行への積極的な取組み  

3 協力駈協働（共につ成る情報公表）  
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○ 各都道府県（指定情報公表センター、指定吉局査機関を含む。）におかれては、介  

護サービス情報の公表制度（以下「情報公表制度」という。）の円滑な実施にご尽力   

をいただいているところであるが、介護保険制度の基本理念（利用者本位・高齢者  

の自立支援・利用者による選択（自己決定））の実現を支援する情報公表制度の重要  

性をご理解いただき、引き続き情報公表制度の円滑な運営の確保に向けて、法令及  

び国の技術的助言を踏まえながら、以下の事項に留意の上、都道府県ごとの主体的  

な判断のもとに引き続き、適正な運用をお願いしたい。  

○ 情報公表制度の事業運営に当たっては、介護事業者からの手数料を充てているこ   

とに鑑み、事業運営の透明性を確保するとともlこ、介護事業者、爛系者の   

情幸卿矧こついて毎年   

度公表を行うことが望ましい旨、一昨年より累次要請してきているところである。  

○ 引き続き、各都道府県等のホームページ等を活用して積極的に事業運営の公表を   

行う等、事業運営の透明性の確闘て、重ねて適確な対応をお願いしたい。  

○ 情報公表制度における調査事務及び情報公表事務に係る手数料については、各都   

道府県において議会の議決等を踏まえて条例において設定されているところであ   

るが、手数料の金額については、情報公表制度が平成18年度に施行された新しい   

制度であるとともに、原則すべての事業所調査やインターネットでの情報公表を行   

うなど、極めて新しい仕組みを導入したことから、事業初年度は事業規模等を適切   

に見込むことが困難であったことも想定されるところである。  

○ しかし、手数料水準の妥当性等については、情報公表制度の施行以来、依然とし   

て介護事業者等からの疑義、意見等が多く寄せられているところであり、国会や社   

会保障審議会介護保険部会等の場においても、手数料水準の高さや、手数料の設定  
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方法等について議論の姐上にのぽっているところである。  

○ 現在の全国的な施行状況を見ると、   

① 当初想定していた事業所からの幸陪が、糸郎尉本ではなくエクセルなどの電子媒  

体によって行われている事業所が多いことにより、公表センターにおけるパンチ   

入力等の入力経費が抑えられたことや、  

② 当初2働こ必要な日数、時間等が、1日以内で実施さ   

れていること   

など、事務の効率化が予想以上に早く進んでおり、施行時の手数料算定時の考え方  

が実態に見合わない状況になっていると考えられるところである。  

○ さらに、平成20年度の報告・講師割こついては、  

（む 既に施行済みの12サービスと同類型の予防サービス等の複数サービスを一  

体的に運営実施している事業所については効率的に実施する観点から同時に報   

告及び調査ができることとし、さらにサービス間で重複する項目については杢昼   

空－ビスについての回答及び調査のみとすることができることや、   

② 事業所報告、調査結果報告のWEB化を導入すること   

により、事業所だけでな＜、僻表センター及び調査機関の事務負担の軽   

減が、より一層図られると考えている。  

○ 今般、ご報告いただいた平成20年4月時点の手数料設定の状況を見ると、減額   

改定の県が約8割という状況であり、現在、多くの都道府県で見直しに向けた取組  

が行われていることは承知しているものの、一万で2割の県が変更無し若し＜は検  

討中という状況であり、また、都道府県間における手数料の金額の幅は約1．6倍、   

約2万3千円と大きな開きがある状況である。  

○ 以上のような現状や事務の効率化等を踏まえ、例えば同一所在地における複数の   

事業所を同日に調査する場合の手数料については、旅費の重複分を勘案し低く設定  

するなど、その妥当性等について介護事業者等の理解が得られる水準の手数料とな  

るよう、必要な条例の見直し等について、引き続き、適確に対応するよう強くお願  

いする。  
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○ 情報公表制度は、利用者による利用者のニーズにあったより適切な介護サービ  

スの比較検討、選択を支援する制度であり、当然、利用者等に活用される制度と  

して定着させることが何より重要である。  

○ 現在の情幸卿犬況を見ると、都道府県間で大きな差がある   

状況であり、アクセスの低調な県も散見されるところである。  

○ このため、各都道府県においては、今後とも引き続き、被保険者のいる世帯、  

管内市町村（保険者）、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等介護サー   

ビスの利用者の相談に応じる多様な主体に向けて、普及啓発イベント、県の広報   

誌での紹介等、さまざまな手法で広＜情報公表制度の活用についての普及啓発を   

行っていただきたい。  

○ なお、一次情報として利用者が選択の絞り込み迄に使うツールである介護サー   

ビス情報から、利用者のニーズにあったより適切な事業者選択を行うために、具   

体的に、何を、どう読み判断するの力、といった介護サービス情幸瑚云（読   

み解き方）についても、利用者等に向けて発信していただくことを期待している。  

○ 情報公表制度は、介護事業者に対して情報の公表を義務付けるものであること   

力＼ら、情報公表制度の円滑な実施に当たっては、情報公表制度の趣旨目的、具体   

的な仕組み、手数料の考え方等についての介護事業者の理解を得ながら実施する   

ことが極めて重要である。  

○ 今後とも引き続き、事業者向け説明会等、さまざまな手法で介護事業者や管内   

の事業者団体等に対する制度の趣旨・目的、報告する介護サービス情報の内容、  

調査事務の性格・丹去等についての丁寧な説明を行い、理解、協力が得られるよ  

う、積極的に普及啓発に取り組んでいただきたい。  
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○ 情報公表制度の普及啓発に当たっては、国としても、介護サービス情報公表支   

援センターと協力し、パンフレット等の作成支援等を行っているところであるが、   

今後とも、政府公報の実施等、必要な取組を積極白勺に行っていく予定である。  

○ 情報の公表に当たっては、例えば県のホームページのトップページカ、ら利用者   

が情幸輝こ接続が可能となるような工夫をするなど、剋   

用者の公表情報の入手に当たっての利像性の向上lこ向lTて、今後とも引き続き、   

積極的な取組をお願いしたい。  

○ 情報公表制度の円滑な実施に当たって、被調査事業所、公表情報の利用者等から   

の相談、苦情等について、引き続き、情報公表制度の趣旨目的や具体的内容の工寧   

な説明が重要であると考えている。  

○ 相談、苦情等の対応に当たっては、相談、苦情等を的確に受け止め、対応者によ   

る差が生じることな＜適切な説明、解決等が図られるよう、対応記録の整備や関係   

者間での必要な対応情報の共有等を適切に実施願いたい。  

○ なお、毎月、支援センターにご報告をいただいている相談、苦情等の取りまとめ  

情報については、実施状況を把握する上で重要な碁石楚資料であることから、引き続   

き、ご報告いただくようお願いしたい。  

○ 情報公表制度の調査の趣旨・目的は、介護事業者が公表しようとする介護サー   

ビス情報のうら、利用者が自ら当該情幸卿な情報につ   

いて、利用者保護の観点から都道府県知事又は指定調査機関が、当該情幸翫D根拠  

と亘る事実の有無を確認することであり、その際、調査結果の均質性の確保等の  
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観点から、調査員はその確認材料についての良し悪しの評価や指導改善等を行わ   

ないこととしている。  

○ 本制度において、調査員は都道府県知事から指定を受けた調査機関の職員とし   

て介護事業所と面談による調査を行うなど、主として事業所と直接対応する立場  

であることから、事業所の調査員に対する印象は、本制度に対する印象に直結す  

るものである。  

○ このような中で、一部、調査に当たり、被調査事業所の取組内容に対する良し   

悪しの評価や指導とも受け取れる調査に対する意見等が未だ聞力＼れることから、  

都道府県におかれても調査員の均質性の重要性について、あらためて留意願うと   

ともに、指定調査機関、調査員に対する情報公表制度の調査の趣旨の徹底及び継  

続的な指導をお願いしたい。  

○ また、情報公表制度における調査等の際に、調査員の調査外の行為（例：自社  

の紹介等）や、 

る指定取消等の話をするなど、介護事業者にとって情報公表制度に対する不信感  

にもつな力りかねない事例があるといった声も聞かれることから、情報公表制度  

そのものの信頼を損ねることが生じないよう、指定調査機関等の動向に留意しつ  

つ、指定調査機関等に対する必要な指導の徹底をお願いしたい。  

○ 調査事務の具体的な実施方法については、課長通知において、調査事務の円滑   

な実施のため、当面は調査員2名のうら1名を調査対象サービスに関する知識を   

予め有する者とすることが望ましい旨示しているところであるが、今後とも、円   

滑な調査が行われるよう、調査員の調査対象サービスに対する基礎的な知識の習   

熟度を踏まえた調査員の派遣に留意するとともに、調査員養成研修等の実施に当   

たっては、調査員が調査対象事業所の基礎的な知識やイメージを身につけられる   

ような工夫をお願いしたい。  
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○ 本年度より、本体サービスと同類型の予防サービス等は、一部を除き項目が共  

通であること等から、本体サービスと同芙頁型の予防サービス等を含めた研修区分   

とすることにより、平成1輝こついて   

は、当該調査員が資格を脅するサービスと同類型の予防サービス等について、当  

該研修を修了したものと見なして、本体サービスとの一体的な調査が実施できる  

∈ととなった力＼これにより、都道府県によっては、調査員として新たに採用さ  

れる善がいない場合等は、研修の実施が不要となることも想定されるが、適宜、   

既存調査員に対する補講を行うなどの適切な対応をお願いする。，  

○ 介護事業者からの報告の受理に当たっては、課長通知において、介護事業者が   

報告する介護サービス情幸引こついて、報告内容に記入漏れ等の不備がないこと等  

を確認して受理することとしている。  

○ しかしながら、インターネット画面において、未記入事項等により、利用者が   

適切に介護事業者の情報を得ることができない状況となっている事例が見られ  

る場合もある。  

○ このような点について、本年度から導入する事業所報告・調査結果報告のWEB   

化七対応できる部分については改善が図られるが、情報公表制度の信頼を損ねる   

∈とがないよう、公表センターにおかれても、報告の受理lこ当7三っては、引き締   

き、適確に報告内容を確認し受理するようお願いしたい。  

○ 各都道府県においては、情事松表事務言十画の策定に当たっては、今後とも利用   

者や介護事業者の意見を把握しながら、介護事業者が不公平感を抱いたりするこ   

と等のないよう、実情に応じて工夫願いたい。  

○ また、平成20年度から、二つ以上のサービスを瑚こ   

退職こ定める各区分  
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内において、各卿こついて写介護報酬の支払いを受けた金  

額が100万円を超えない場合を除き、報告の対象となるので留意願いたい。  

○ なお、特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用真販売については、基本的に   

各都道府県国民健康保険団体連合会において支払い実績額を把握していないこ   

とから、その‡巴握lこついては、都道府県の実情等lこ応じて適切lこ実施し言十画を策   

定願いたい。  

○ 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護については、「指定地域   

密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（指定基準）等の規程   

に基づいて、年に1回は外部評価を受けることとされているが、情報公表制度も   

平成21年度から適用とする予定で現在調整中である。  

○ 具体的には、利用者の選択に資する情報であって、客観的な事実情報の言局査及び   

公表が可能な項目について、昨年度、情報公表項目の原案を策定したところであ   

り、本年度にモデル調査事業を実施した上で、平成21年度から情報公表制度に   

おいて施行する予定である。  

○ また、外部評価制度の項目は、平成19年度における情報公表項目の原案の検討   

結果等を踏まえ、平成20年度中に介護サービスの具体的な内容の評価に関わる   

項目等について、外部評価制度の項目とするなど、所要の調整を行うこととして   

いる。  

○ いずれにしても、両制度の施行に当たっては、介護事業者の負担、都道府県の実   

施体制の円滑な整備等に関する配慮が必要との認識の下に現在整理中であり、整理   

が終わったものから適宜、お知らせすることとしているので、了知願いたい。  
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「介護サービス情報の公表」  

（1）今後のスケジュールについて（予定）  

事  項   内容、スケジュール等   

厚生労働省令改正   ・項目（案）の骨格については平成20年中に固めることを目途とする。  
（サービスの追加）   一平成21年2月公布  

厚  

生  

労  ・改正施行通知（平成21年2月上旬）  
働  

省  

制度の普及・啓発  ・適宜実施  

（利用者・事業者団体等）  

事  項   内容、スケジュール等   

モデル調査事業   ・中央研修会（平成20年6月下旬）  
・モデル調査（平成20年7月）  
一緒果の報告等く平成20年 調査票 8月末、報告書 9月中旬）  

醜査員（指導者）養成  ■追加サービスの調査員指導者の養成（平成21年2月～）  
都  ・追加サービスの調査員養成研修（平成21年3月～）   
道  ー調査員の登録（平成21年4月）  
府  

県      公表システム整備   ・追加サービス分のシステム導入（平成21年4月～）  

制度の普及一啓発  一適時実施  

（利用者・事業者団体等）  



事  項  内容、スケジュール等   

モデル調査異中央研修   ・中央研修会（平成20年6月下旬）  

項目作成等  ・検討部会等の開催（平成20年8月～平成21年2月）  
20’作成の21サービス  20’作成の21サービス（平成20年 8月下旬～9月）  

シ  

ル                     公  都道府県分   t追加サービス分の開発   
バ  （平成20年11月～平成21年3月末）  

l  

サ  

l  ・開発・導入の実施く平成20年11月～平成21年3月末）  
ビ  

ス  

振  ・教材作成（平成20年12月～平成21年3月）  
興  
∠ゝ  
：Z苓   

調査員指導者養成  ・養成研修の開催（平成21年3月）  

制度の普及■啓発支援  
（利用者・事業者団体等）  

一
山
∽
－
 
 
 



（2）介護サービス情報の公表制度に関するQ＆A  

（問1）一体的な報告・調査を行うサービス区分において、「主たるサ  

ービ」スが存在しない場合の報告・調査の方法、調査票の取扱等  

如何。   

（答）  

1 各区分内における何れかのサービスを「主たるサービス」とみなし、主   

たるサービスが存在する場合と同様、一体的に報告及び調査を実施するも   

のとする。  

2 なお、みなしとする「主たるサービス」については、例えば各区分内に   

おいて介護報酬支払実績の一番大きいサービスを「主たるサービス」とす   

る等、個別具体的に実態を総合的に勘案し、各都道府県において適宜判断   

していただきたい。  

（間2）一体的運営が行われている場合には、調査情報において、主た  

るサービスの報告・調査のみとすることとされているが、主たる  

サービスで材料はないものの、予防サービス等では材料がある場  

合の取扱方法如何。   

（答）  

1 施行通知でお示ししたとおり、各区分内において一体的に運営されてい   

るサービスの調査情報については、同一の事業者によ、る取組であり、基本   

的に全てのサービスについて共通しているという考え方を前提として、報   

告1調査について、原則主たるサービスについて報告・調査を行い、その   

他のサービスについては、主たるサービスの報告■調査をもって報告・調   

査を行ったものとみなすこととしている。  

2 さらに、確認のための材料のうち、利用者ごとの記録等の事実確認に当   

たっては、当該記録等の原本を1件確認することで足りるものとすること   

としたところである。  
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3 また、一体的に運営されている場合、いずれのサービスも、特段に区別   

して提供されていないのが一般的であると考えられること等の為、いずれ   

かの資料で確認できた場合は、基本的に「あり」と取り扱うこととしてい   

ただきたい。  

4 なお、ご照会のような特別なケースについて、最終的には都道府県の判   

断により別々の事実情報を公表することとした場合には、報告システムの   

画面上等では対応できないことから、指定情報公表センター等において、   

一旦公表した後にデータベースを修正することにより適宜対応願いたい。  

（間3）平成20年度調査計画に位置づけられた事業所が、新たに、同  

じ区分内のサービスの新規指定を受けた場合、手数料の支払いは  

どのように取り扱うべきか。  

（例）訪問介護のみ指定を受けている事業所が、基本及び調査情  

報についての報告及び公表を終えた後に、同一年度内に介護  

予防訪問介護の新規指定を受けた場合  

（D訪問介護   

介護予防訪問介護  

②訪問介護   

介護予防訪問介護  

→ 公表及び調査手数料  

→ 公表手数料  
→ 公表及び調査手数料  

→ 僅かの特有項目の追加なので徴収   

しない。   

（答）  

1 基本的に訪問介護のデータを複製することが可能であるというシステム   

の機能を勘案すると、そのデータを介護予防訪問介護事業所の基本情報と   

して公表するに至るまでの公表センターにおける事務負担が、例えば主た   

るサービスと一体的に公表する場合（この場合の手数料は本体サービスのみ）   

の事務負担と、大きく差が生じるとは考えにくい。  

2 したがって、このようなケースにおいては、新規指定に係る介護予防訪   

問介護の公表手数料を徴収する必要は無いものと考えている。  

－37－   



（間4）平成20年度途中で予防等のサービスが新規で指定され、本体  

サービスは平成20年度以前に指定されていたものの、計画策定  

期間において100万円以下であったため、計画対象外となって  

いた事業所のデータ報告は、予防等のサービスの新規指定の段階  

で、本体サービスについても報告してもらうようになるのか。   

（答）  

1計画策定期間において100万円以下である本体サービスについては、   
年度途中で同一区分の予防等サービスが新規指定されたとしても、報告を   

行う必要は無い。  

2 したがって、新規指定された予防等サービス分だけについて報告・公表   

を行うものとする。  
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「介護サービス情報の公表」制度推進事業の内容（予定）   

平成20年度においては、平成19年度に事業所情報公表項目実の検討を  

行った夜間対応型訪問介護等を対象とするモデル調査事業を実施する予定と  

している。   

これらのサービスの多くは′、基礎となる介護サービスにかかる情報公表が  

既に施行されており、これらを併せて実施している事業者の事務的な負担等  

を考慮した効率的な報告・調査を実施することを念頭においたモデル事業を  

実施する。   

当該サー ビスに係るモデル調査事業調査員中央研修を6月下旬頃に実施す  

る予定としている。各都道府県においては、モデル調査事業調査員の選定、  

中央研修会への派遣等について、速やかな手続きをお願いしたい。中央研修  

受講調査員については、6月上旬頃には把握する予定としているので了知さ  

れたい。   

モデル調査事業では、次のような流れで、各種課題を抽出する予定である。  

なお、各種調査票については、支援センターが実施する中央研修会において  

お示しするので了知されたい。   

なお、システム改修の関係上、調査結果の集計については、8月中を目途  

に支援センターが行う調査研究事業の中で全国集計を行うこととしているの  

で、各都道府県においては、調査後の調査票及び調査結果を8月末までに支  

援センター宛送付願いたい。   

また、報告書については、9月中旬までに当職宛送付願いたい。  
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【各種調査票による課題の抽出選  

1 基本情報項目調査票（事業所用）   

基本情報項目について、事業所が記入するに当たっての問題点の抽   

出  

2 調査情報項目調査票（事業所・調査員共通）  

・事業所において、予め記載されている確認のための材料に基づく事   

実確認及び予め記載されていない確認のための材料の抽出  

・調査員が行う確認のための材料の事実確認における問題点の有無の  

抽出  

3 総括調査票（事業所用）   

事業所が訪問調査を受けるに当たっての負担、訪問調査の内容等に   

係る問題点の抽出  

4 総括調査票（調査員用）   

調査員養成研修の内容、訪問調査を行う調査員の構成、調査業務の   

、 訪問調査の内容等に係る問題点の抽出  

【検証会議における意見の抽出】  

1各種調査票に基づいて、調査票の記載が困難な項目に関する意見、  

調査票記載内容に関する補足的意見等を抽出  

・事業所からの意見  

・調査員からの意見  

2 都道府県（及び事業受託団体）と調査員及び事業所との問で、次の   

事項に関する意見交換を行い、そこで得られる意見等を抽出  
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・実施体制に関する意見  

・事業全体の運営方法に関する意見  

・その他  

【報告書の作成】  

（注）適宜、調査対象サービスごとに区分して記載  

1 各種調査票の集計結果   

① 基本情報項目調査票（項目記載上の問題点）の集計結果   

② 調査情報項目調査票の集計結果  

③ 総括調査票（事業所用）の集計結果  

④ 総括調査票（調査員用）の集計結果  

2 検証会議における意見  

（∋ 事業所からの意見   

② 調査員からの意見  

3 都道府県における意見（1、2等を踏まえた次の①から⑥に関する   

総括的意見）   

① 実施主体の業務に関する意見   

② 実施体制に関する意見   

③ 調査方法に関する意見   

④ 訪問調査を行う調査員の構成に関する意見   

⑤ 事業所情報公表項目に関する意見   

⑥ 情報の公表方法に関する意見  
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○モデル調査実施に当たっての留意点  

（a）個人情報⑬取扱い  

事業所の訪問調査においては、本来は、事業所が保有する利用者又は  

家族に関する個人情報を閲覧する機会があるが、事業所には、個人情報  

の保護に関する法律の規定に基づく個人情報の利用目的による制限があ  

る。  

このため、モデル調査事業実施に当たっては、事業所は、事業所が自  

ら調査情報項目を記入する際に用いた確認のための材料のうち、個人を  

特定する情報を消除したサンプル1部を事前に準備するものとする（す  

なわち、モデル調査事業においては、個人情報の閲覧は行わない。）。  

【個人情報の保護に関する法律】  
1  

1  

：（平成】＿5年5月30日 法律第57号）  
l  

l  

1  

1  

1  

1  

：（利用目的による制限）  
1  

l  

：第16条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定によ：  
l  

I 

l  

l  

： り特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならな：  
l  

1  

1  

1  

l  1  

l‥．．‖．．‥l ：2 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業：  
l  

I 

l  

l  

r  

I 

： を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ない：                                                                                                       「  
l  

： で、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人：  
l  l  

情報を取り扱ってはならない。  
：  

l  

；3 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない0  
1  

1  

一  法令に基づく場合  
l  

l   

人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意：  
l  

I  

を得ることが困難であるとき。  
l  

l   

公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であ：                                                                                                                                   l  

l  

って、本人の同意を得ることが困難であるとき。  
l  

l  

l   

国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を…  

1  

1  

I- 

I- 

1  

1  

1  

1  

「  
l  

I- 

1  

1  

1  

1  

1  

1  

8  

： 四  
l  
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遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることに：                                                                                                                                                         l  
l  

より当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  
l  

I  

l  

■－一一■■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■一一一－一一－－－－－■－－－－－－一一－一一一－－－－－一－－－－一一■一■一■■一■－‾  

（b）守秘義務の取扱い  

調査員は、訪問調査に当たり、事業所の運営内容等を知り得る立   

場にあることから、都道府県又は事業受託団体と調査員との間にお   

いて、 モデル調査事業実施に当たっての守秘義務に係る誓約書を取   

り交わすこととする。  

また、誓約書の様式例を次のとおり示すので参考にされたい。  

なお、本事業を委託により実施する都道府県にあっては、事業受   

託団体と委託契約上、守秘義務に関する定めを置くこととする。  
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（様式例）  

誓 約 書  

… 「介護サービス情報の公表」都道府県モデル調査事業における事業所の調；  
l  

…査に当たり、次のとおり誓約します。  
l  

1  

1  

1  

】  
t  

l  

l  

1  

1  

1  

t  

】  

調査に携わったことにより知り得た次の情報について、 

l  

当該事業を遂行す；  
l  

t ：る者以外の第三者に漏洩しないとともに、当該事業の目的以外に使用しない。  
■  
l  

： また、当該事業終了後においても同様とする。  
■  
l  

・利用者及び家族の個人情報  
■  
t  

・事業者の業務内容、経営内容等の情報  ■  
t  

・その他、調査を通じて知り得た情報  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1   

t  

l   

t  

1  

1  

】  
l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

■  
1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

】  
l  

I  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

●  

1  

1  

1  

：  

1  

1  

1  

1  

雷  
∫  
l   

平成  年  月   日  

実施主体  

代表者  殿  

住所  

調査員氏名  
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（c）モデル調査事業の実施要領（案）  

モデル調査事業の流れ、実施要領（案）は、以下に示すとおりで   

ある。  
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（3）都道府県モデル調査事業の流れ  

都 道 府 県 モ デ ル 調 査 事．業 の 実 施 方 法＝・手 順  

l  ‾ ‾▼▼‾l■‾  

支援センター  都 道 府 県  
】  
】   

n喜隻サービス醐の公表担当者会議  

中央研修への参加 

l中央研修の開催l    ＝ 

n ” 【         ② 調査票様式の受領・確認  

厚  生  労  働  省  介琵サービス事業所  

介護サービス情報の公表担当者会言義  

中央研修への参加  

① 調査票様式の送付  

事前説明会への参加  

訪問調査日程の確定等   

訪問調査日程の確定等  

コ  

配  

事前説明会の開催  

（事業所に対する調査票様式の  
布）   

※中央研修終了後、適宜開催  

事前説明会への参加   
調査票様式の受領  

訪問調査日程の確定等  訪問調査日程の確定等   

⑥ 調査票の受領  

⑦ 調査票の送付  



都 道 府 県 モ デ ル 調 査 事 業 の 実 施 方 法・手 順   



（3）モデル調査事業の実施要領（案）  

スケジュール項目   実  施  内  容   留意点   

モデル調査事業の   利用者力て介護サービス事業者を選択するに当たっての判断に  

目的   資する情報を円滑かつ容易に取得できる環境整備を図るため、  

介護サービスに関するモデル調査を実施し、調査内容、訪問調  

査を行う調査員の構成、研修カリキュラム、実施イ本制等の検証  

を行うこと。   

1．日程及び会場  

中央研修への参加  

日程及び会場については調整中。  

2．留意点  

・都道府県職員の参加者数は、会場規模の都合により全サーピ  

スを通じて原則2名とする。  

なお、事業を委託している場合は、受託団体の職員が都道府  

県職員と同行して差し支えないが、その場合であっても、合  

計2名以内とする。  

・中央研修修了者については、介護サービス情報公表センター  

から都道府県に対して研修修了者名簿が送付される。また調  

査員に対する修了証の交付を行う。   

1．日程  

・各サービス用調査票様式が完成次第、当職から都道府県に対   

して速やかに送付する。  

②調査票様式  

の受領・確認  

（D調査票様式の         送付  

2．手順  

・調査票様式の送付  

各調査票様式等は原則電子媒体にて送付する。（①基本情報  

項目、②調査情報項目、③総括調査票（調査員用）、④総括  

調査票（事業所用）⑤その他必要書類）  

・調査票様式の受領・確認  

都道府県は、調査票様式受領後速や力、に確認し、受領した  

旨を当職宛に連結する。  

1．内容    ③事前説明会の開   事前説明会は、調査員及び事業所に対し、本モデル事業の趣   
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旨の徹底、理解の促進を図る観点からの説明を行うとともに、  

訪問調査の日程、段取り等を確認するために実施する。  

2．日程  

・中央研修終了後、1日程度で実施する  

・各サービス毎の開催、複数サービスをまとめて開催、全サー  

ビス同時開催等適宜開催して差し支えない。  

3．参加者  

・調査員、事業者及び都道府県（及び事業受託団体）担当者等  

とする。  

4．手順  

・必要書類の配布  

（調査員）  

・総括調査票（調査員用）  

（基本情報項目調査票及び調査情報項目調査票について  

は、事業所が記入した後配布）  

・委嘱状等（各都道府県の実情に応じて）  

・守秘義務遵守に関する誓約書（様式例参照）  

・その他（必要に応じて当職より送付する資料）  

（事業所）  

・調査票様式  

（①基本情報項目、②調査情報項目、③総括調査票（事業   

所用））  

・その他（必要に応じて当職より送付する資料）  

・モデル事業の趣旨説明   

中央研修会資料等に墨っき、調査員及び事業所に対する「介   

護サービス情報の公表」制度の趣旨・目的、モデル調査の   

趣旨・目的、内容等についての説明を行う。  

・訪問調査日程の確定等  

（事業所からの調査票の提出期限）  

都道府県と事業所との問で、事業所が記入した基本情報  

項目調査票及び調査情報項目調査票の提出期限を定めて  

お＜。（基本的に、事前説明会終了後、速やかな記入を依  

頼する。）  

また、総括調査票（事業所用）は、訪問調査終了後速や  
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かに送付することとして定めておく。  

（訪問調査の日程調整）  

訪問調査の日程調整は、関係者が一望に会する事前説明 

芸時に行っておくことが望ましい。  

また、実際の訪問調査は事前説明会終了後から早い段階  

で適宜実施する。  

（調査員からの調査結果の提出期限）  

基本情報項目調査票及び調査情報項目調査票については、  

各訪問調査終了後速やかに都道府県へ送付することとし  

て定めてお＜。  

また、総括調査票（調査員用）については、各調査員が  

担当する全ての訪問調査終了後速やかに送付することと  

して定めておく。  

（検証会議の日程調整）  

検証会議の日程調整についても、事前説明会時に調整し  

ておくことが望ましい。  

・調査結果の取扱い方法  

調査員に対し、調査結果については（写）をとらず、全て  

都道府県へ提出させるよう徹底する。   

（実施手順）  

① 事業所は、基本情報項目調査票及び調査情報項目調査票に   

⑤～⑧調査票の送  ④調査票の記入           付等   ついて自ら記入する。  

②事業所は、調査票記入後、都道府県へ提出する。  

③都道府県は、調査票の受理後、記入内容を確認し、無記入  

欄がある場合には、事業所へ確認の上、都道府県において  

記入する。  

④都道府県は、事業所から提出された調査票について、各調  

査員用1部づつ（合計2部）をコピーし、調査員へ送付す  

る。  

（実施手順）  

⑨訪問調査の実施   ① 各調査員による調査票の確認  



② 調査員問の事前打ち合わせ  

必要に応じて、調査員間でヒアリングの役割分担等の事  

前打合せを行う。  

③訪問調査の実施  

訪問調査は、中央研修の内容に即して実施する。  

④都道府県職員の訪問調査への同行  

都道府県職員は、適宜訪問調査へ同行して差し支えない。   

（実施手順）  

⑩総括調査票  調査員及び事業所は、訪問調査終了後速やかに、各総括調査   

の作成   票を記入する。   

（実施手順）  

⑪調査結果・総括  ・調査員   

調査票の送付   調査員は、基本情報項目調査票及び調査情報項目調査票を  

都道府県へ送付する。  

また、調査員が担当する全ての訪問調査終了後速やかに総  

括調査票（調査員用）を都道府県へ送付する。  

・事業所  

事業所は、訪問調査終了後速やかに、総括調査票（事業所  

用）を都道府県へ送付する。   

（実施手順）  

⑫調査結果・総括  ・調査員からの調査結果・総括調査票   

調査票の受理   ① 都道帝県は、調査票の受理後、記入内容を確認し、無記入   

⑱調査結果（写）   欄がある場合には、調査員へ確認の上、都道府県において記   

の送付   入する。  

②都道府県は、調査員からの調査結果（基本情報項目調査票  

（写）、調査情報項目調査票（写）、総括調査票（写））を適  

宜取りまとめ、介護サービス情報公表支援センター宛に送付  

する。（介護サービス情報公表支援センターにおいて集計を行  

うこととしている。）  

・事業所からの総括調査票  

都道府県は、事業所からの総括調査票を8月末までに取りま  

とめ、介護サービス情報公表支援センター宛に送付する。   
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1 内容   

調査結果及び課題を集約・整理し、事業主体の業務、実施体   

制、調査方法、調査員の構成、事業所情報公表項目案等の検証   

を行う。  

⑭検証会議の開催  

2 日程   

訪問調査終了後、各サービス毎の開催、複数サービス（類似   

サービス等）をまとめて開催等適宜実施する。  

3 参加者   

調査員、事業者、都道府県（及び事業受託団体）担当者等  

4 資料  

・基本情報項自調査票調査結果  

・調査情報項目調査結果  

・総括調査票（事業所用）調査結果  

・総括調査票（調査員用）調査結果  

・その他  

5 手順  

・事業所から、各種調査票に記載することが困難な意見、調査   

票記載内容の補足的な意見等を集約する。  

・調査員から、各種調査票に記載することが困難な意見、調査  

票記載内容の補足的な意見等を集約する。  

・都道府県（及び事業受託団体）と調査員及び事業所との問で、  

実施体制、事業全体の運営等の問題点等を意見交換する。  
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平成20年度「介護サービス情報の公表」関係国庫補助事業について  

介護保険事業費補助金  

介護サービス適正実施指導事業  
「介護サービス情報の公表」制度推進事業案施要綱（案）   

（1）目的   

この事業は、利用者が介護サービス事業者を選択するに当たっての判断に資する介  

護サービス情報を、円滑かつ容易に取得できる環境整備を図るため、介護サービスに  

関するモデル調査を実施し、調査手法及び調査内容等の検証を行うことを目的とする。   

（2）実施主体   

事業の実施主体は、都道府県とする。但し、事業の全部又は一部を指定情報公表セ  

ンターの指定をしている法人等に委託することができる。   

（3）事業内容  

ア モデル調査事業  

（ア）モデル調査の実施  

（D 調査対象  

調査対象サービスは以下のとおりとする。  

a 療養通所介護  

b 特定施設入居生活介護（有料老人ホーム・外部サービス利用型）  
c 特定施設入居者生活介護（軽責老人ホーム・外部サービス利用型）  
d 特定施設入所者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）  
e 特定施設入所者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅・外部サービス利用  
型）  

f 夜間対応型訪問介護  

g 小規模多機能型居宅介護  

h 認知症対応型共同生活介護  

l地域密着型特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）  
j 介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム■外部サービス利用  
型）  

k 介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム・外部サービス利用  
型）  

l介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）  
m 介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅一外部サー  
ビス利用型）  

n 介護予防小規模多機能型居宅介護  

0 介護予防認知症対応型共同生活介護  

p 介護予防支援  

② 実施箇所数  

調査対象サービス毎に複数箇所とする。  

③ 調査対象事業所の選定  

調査対象事業所は、別紙「甜査対象事業所及び調査候補者選定基準」（以下、  

「選定基準」という。）により選定し、調査対象事業所の同意を得て決定する  
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ものとする。  

④ 実施方法  

a 各調査対象事業所毎の調査体制  

1事業所当たり調査員2名1組で訪問調査を実施するものとする。  
b 調査日数  

1調査当たり訪問調査日数は概ね1日とする。  

⑤ 調査様式  

別に定める調査対象事業所毎の調査様式により実施するものとする。  

⑥ その他  

調査スケジュールが確定し次第厚生労働省へ報告するものとする。  

（イ）モデル調査事業調査員の選定等  

① モデル調査事業調査員候補者の選定  

モデル調査事業調査員候補者は、別紙「選定基準」により選定し、モデル調  
査事業調査員候補者の同意を得て決定するものとする。  
モデル調査事業調査員候補者の選定に当たっては、原則として、制度施行後  
調査員養成研修を履修し、調査員として登録されている者とすること。  
また、同業他社の役員・職員ではない者とするよう配慮するとともに、原則  

1サービス当たり4名とし、可能な限り制度施行を踏まえた選定とすること。  

② 中央研修への派遣  

都道府県は、モデル調査事業調査員候補者を中央研修へ派遣する。  
なお、今回の中央研修において、モデル事業対象サービスが多岐に渡ること  

等を踏まえて、既に施行されている介護サービスと共通部分の公表項目に係る  

説明は割愛するものとする。  

③ 事前説明会の開催  

都道府県は、中央研修を修了したモデル調査事業調査員、調査対象事業所に  
対して事前説明会を開催し、訪問調査の日程調整等を行う。  

（ウ）都道府県検証会議の開催  

（D 内容  

調査結果を集約・整理し、調査方法、事業所情報公表項目等の検証を行うも  
のとする。  

② 構成  

部道府県職員、指定情報公表センターの指定をしている法人、調査員、調査  
対象事業所職員等で構成するものとする。  

③ 報告書の作成  

報告書を作成し、9月中旬迄に厚生労働省へ提出する。  
（注）調査後の調査票及び調査の集計結果については、検証会議の前の8月  

末迄に介護サービス情報公表支援センターに提出すること。   

（4）実施上の留意点  

ア モデル調査事業の実施に当たっては、制度施行時の実施方法、実施体制等を念頭  
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に置いた体制で実施するように努めること。但し、調査対象事業所が特定される形   

での調査結果の公表及び調査対象事業所からの調査費用の徴収は行わないこと。   

イ 本事業の関係者は、正当な理由なしに本事業に関して知り得た秘密を漏らしては   

ならない。なお、本事業実施における利用者及び利用者家族の個人情報の取り扱い   

については別に定めるものとする。  
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（別紙）  

調査対象事業所及び調査員候補者選定基準（案）  

調査員候補者選定基準   調査対象事業所選定基準   

原則として、本制度の適所介護、訪問看  
護  

制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
型   
訪  

応型通所介護、介護予防通所介護、介護予防訪問看護、介護  
ン   

れ   

し の 人  ・療養通所介護のみを単独で提供している事業所  
1．介護サービスに関する知識をあらか  
じ   

2．上記以外の者  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
・特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）、地域密着型  

原則として、本制度の特定施設入居者生           特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）、介護予防特定   
活  
と   

に  いずれか又はすべての指定を受けており、当該サービスの調   
1．介護サービスに関する知識をあらか  呑もモデル喜斐の調香として併せて妾施することが可能な事   

じ   某所   
2．上記以外の者   ・特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム■外部サーヒス  

利用型）のみを単独で提供している事業所  
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
・特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）、地域密着型  

原則として、本制度の特定施設入居者生           特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）、介護予防特定   
活  
と   

に  いずれか又はすべての指定を受けており、当該サービスの調   
1．介護サービスに関する知識をあらか  香も モデル妻妾の調香として併せて宴施する ことが可能な事   

じ   業所   
2．上記以外の者   ・特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム■外部サーヒス  

利用型）のみを単独で提供している事業所  
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
・特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅・外部  

サービス利用型）、地域密着型特定施設入居者生活介護（適  
原則として、本制度の特定施設入居者生  
活  
と   

に  

じ   

2．上記以外の者  
所  
・特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）のみ  

を単独で提供している事業所  
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

区分  

蓬 

聖 
訪 

ン 

療養通所介護  
れ 
し 

の 

人   

じ 

活 
特定施設入居者生活介  
護（有料老人ホーム・  

外部サービス利用型）   

じ 

活 
特定施設入居者生活介  
護（軽費老人ホーム・  

外部サービス利用型）   

じ 

活 
特定施設入所者生活介  
護（適合高齢者専用賃  

貸住宅）  

じ 
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区分   調査員候補者選定基準   調査対象事業所選定基準   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
・特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）、地  

原則として、本制度の特定施設入居者生     域密着型特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住  
活介護の調査員養成研修を履修し、調査員  宅）、介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃  

特定碓設入所者生活介   
護（適合高齢者専用賃  用賃貸住宅・外部サービス利用型）のいずれか又はすべての  
貸住宅・外部サービス  

1．介護サービスに関する知識をあらか  指定を受けており、当該サービスの調香もモデル喜菓の調香   
司  

じめ有する者   とLて併せて宴施することが可能な事業所  

2．上記以外の者   ・特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅・外部  

サービス利用型）のみを単独で提供している事業所  

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

原則として、本制度の訪問介護、介護予  1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
防訪問介護のいずれか又はすべての調査員  制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
養成研修を履修し、調査員として登録され  ■訪問介護、介護予防訪問介護のいずれか又はすべての指定  
ている看で、次の1又は2に該当する者を  も受けており、当該サービスの調香もモデル事姜の調香とし  

夜間対応型訪問介護                      原則として各2人   
て併せて宴施することが可能な事業所  

1．介護サービスに関する知識をあらか  ・夜間対応型訪問介護のみを単独で提供している事業所  
じめ有する者   2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
2．上記以外の者   に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
原則として、本制度の調査員養成研修を  
履修し、調査員として登録されている者  

小規模多機能型居宅介    で、次の1又は2に該当する者を原則とし て各2人  
護  ことが可能な事業所  

1．介護サービスに関する知識をあらか  
じめ有する者  
2．上記以外の看  

2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
原則として、本制度の調査員養成研修を   制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
履修し、調査員として登録されている者  ■介護予防認知症対応型共同生活介護の指定も受けており、  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  当該サービスの調香もモデル事董の調香とLて併せて宴施す  

認知症対応型共同生活                   て各2人   

介護  
ることが可能な事業所  

1．介護サービスに関する知識をあらか  ・認知症対応型共同生活介護のみを単独で提供している事業  
じめ有する者   所  
2．上記以外の者   2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  

に応じた多様な様態を選定すること。   
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区分   調査員候補者選定基準   調査対象事業所選定基準   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
・特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）、特  

原則として、本制度の特定施設入居者生     定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅・外部サー  
活介護の調査員養成研修を履修し、調査員  ビス利用型）、介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢  

地域密着型特定施設入               として登録されている看で、次の1又は2  者専用賃貸住宅）、介護予防特定施設入居者生活介護（適合   
居着生活介護（適合高  に該当する者を原則として各2人   高齢者専用賃貸住宅・外部サービス利用型）のいずれか又は   
齢看専用賃貸住宅）   1．介護サービスに関する知識をあらか  すべての指定を受けており、当該サービスの調香もモデル書  

じめ有する者   業の調香として併せて宴一献することが可能な事業所  
2．上記以外の看   ・地域密着型特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸  

住宅）のみを単独で提供している事業所  
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
・特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム）、特定施設入  

原則として、本制度の特定施設入居生活  
介護の調査員養成研修を履修し、調査員と  

介護予防特定施設入居    して登録されている看で、次の1又は2に 該当する者を原則として各2人   
●‾ 識あ、か  ことが可能な事業所  

2．上記以外の者   
・介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム・外部  
サービス利用型）のみを単独で提供している事業所  
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
・特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）、特定施設入  

原則として、本制度の特定施設入居生活  

介護予防特定施設入居   介護の調査員養成研修を履修し、調査員と して登録されている看で、次の1又は2に  
該当する者を原則として各2人  予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム）のいずれか   

利用型）  

ホーム・外部サービス  
1．介護サービスに関する知識をあらか  Lて併せて実施する 
じめ有する者  

ことが可能な事業所  

2．上記以外の者  
・介護予防特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム・外部  
サービス利用型）のみを単独で提供している事業所  
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
一特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）、特  

原則として、本制度の特定施設入居生活     定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅一外部サー  
介護の調査員養成研修を履修し、調査員と  ビス利用型）、地域密着型特定施設入居者生活介護（適合高  

介護予防特定施設入居               して登録されている看で、次の1又は2に  齢者専用賃貸住宅）、介護予防特定施設入居者生活介護（適   
者生活介護（適合高齢  該当する者を原則として各2人   合高齢者専用賃貸住宅・外部サービス利用型）のいずれか又   

者専用賃貸住宅）   1．介護サービスに関する知識をあらか  ますべての指定を受けており、当該サービスの調香もモデル  
じめ有する者   妻妾の調香として併せて宴施することが可能な事業所  

2．上記以外の者   ・介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住  
宅）のみを単独で提供している事業所  
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。  



区分   調査員候補者選定基準   調査対象事業所選定基準   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
・特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅）、特  

原則として、本制度の特定施設入居生活     定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住宅・外部サー  
介護の調査員養成研修を履修し、調査員と  ビス利用型）、地域密着型特定施設入居者生活介護（適合高  

介護予防特定施設入居 生活介（適合高齢  

者護 用住宅・外部  合高齢者専用賃貸住宅）のいずれか又はすべての指定を受け  
者専賃貸  

1．介護サービスに関する知識をあらか  ており、当該サービスの調香もモデル事斐の調香として併せ  
サービス利用型）  

じめ有する者   て宴施することが可能な事業所  
2．上記以外の者   ・介護予防特定施設入居者生活介護（適合高齢者専用賃貸住  

宅・外部サービス利用型）のみを単独で提供している事業所  
2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  

原則として、本制度の調査員養成研修を   制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
履修し、調査員として登録されている者  ＝小規模多機能型居宅介護の指定も受けており、当該サービ  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  スの調香もモデル事姜の調香とLて併せて宴施する 

介護予防小規模多機能  
ことが可  

型居宅介護  
能な事業所  

1．介護サービスに関する知識をあらか  ・介護予防小規模多機能型居宅介護のみを単独で提供してい  
じめ有する者   る事業所  
2．上記以外の者   2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  

に応じた多様な様態を選定すること。   

1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
原則として、本制度の調査員養成研修を   制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
履修し、調査員として登録されている者  一認知症対応型共同生活介護の指定も受けており、皇並立＝  
で、次の1又は2に該当する者を原則とし  ビスの調香もモデル妻妾の調香として併せて宝輪する 

介護予防認知症対応型 生  
ことが  

共同活介護  
可能な事業所  

1．介護サービスに関する知識をあらか  ・介護予防認知 
じめ有する者   いる事業所  
2．上記以外の者   2．経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  

に応じた多様な様態を選定すること。   

原則として、本制度の居宅介護支援の調  1．選定に当たっては、以下のような異なるサービス提供体  
査員養成研修を履修し、調査員として登録  制の事業所を、都道府県の実情に応じて考慮すること。  
されている看で、次の1又は2に該当する  ・居宅介護支援の指定も受けており、当該サービスの調香も  

介護予防支援  者を原則として各2人  モデル室姜の調香とLて併せて宴施する ことが可能な事業所  
1．介護サービスに関する知識をあらか      ・介護予防支援のみを単独で提供している事業所  
じめ有する者   2，経営主体及び事業所の規模についても、都道府県の実情  
2．上記以外の者   に応じた多様な様態を選定すること。   
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r介護サービス情報の公表」制度推進事業交付要綱（案）  

介護保険事業費補助金交付要綱（案）  

（抜粋）  

この補助金は次の事業を対象とする。  

～（略）～  

基  額   対  象  経  費   補助率   

働大臣が必要と認めた額   「介護サービス情報の公表」制  1／2  

度推進事業の実施に必要な報償  

費、賃金、旅費、需用費、役務  

費、委託料、使用料及び賃借料  



介護保険事業費補助金  

「介護サービス情報の公表」制度支援事業実施要綱  

1．目的  

利用者の権利擁護、サービスの質の確保等の観点から、介護サービス事業者に対し、   

利用者め適切な介護サービスの選択に資する情報を公表する「介護サービス情報の公   

表」制度の円滑な施行の支援を行うことを目的とする。  

2．事業実施主体  

事業の実施主体は都道府県とする。 

に実施することができると認められる団体等に委託することができる。  

l   また、都道府県に替わって、介護保険法第115条の36に規定する指定情報公表   

センターの指定を受けた法人及び介護保険法第115条の30に規定する指定調査機   

関の指定を受けた法人が事業を実施する場合には、当該法人に対して助成することが  

できる。  

3．事業内容  

（1）介護サービス情報の公表事業  

介護サービス情報の公表制度の調査事務、情報公表事務等の円滑な施行のため  

に必要な事業とする。  

（2）都道府県介護サービス情報公表システム（追加サービス分）導入事業  

別途開発する都道府県介護サービス情報公表システム（追加サービス分）につ   

いて、都道府県において導入する事業とする。  

（3）普及・啓発事業  

「介護サービス情報の公表」制度について事業者、利用者等に対する普及・啓   

発を行う事業とする。  

（実施方法）  

次の事業を実施する。  

アバンフレツト等の作成  

イ 広報誌等の件成  

ウ シンポジウム等の開催  

エ その他普及・啓発のために必要な事業  
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（4）調査員指導者養成事業  

都道府県において、調査員指導者を養成する事業とする。  

4．経費の補助  

この実施要綱により実施する経真については、予算の範囲内で補助するものとす   

る。   



「介護サービス情報の公表」制度支援事業交付要綱（案）  

介護保険事業費補助金交付要綱（案）  

（抜粋）  

この補助金は次の事業を対象とする。  

～（略）～  

基  準  額   対  象  経  費   補助率   

厚生労働大臣が必要と認めた額   「介護サービス情簸の公表」制  1／2   

度支援事業に必要な賃金、需用  

費、役務費、委託料、使用料及び  

賃借料、備品購入費、負担金、報  

酬、報償農、旅費、通信運搬費、  

補助金（指定情報公表センターの  

指定を受けた法人が事業を実施す  

る場合は、都道府県が助成する対  

象経費として、給料、職員手当及  

び社会保険料事業主負担金を含  

む。）  
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5 参考資  
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○情報公表センター・調査機関における事業運営の開示状況（県別）  

○ 事業運営の開示状況（平成20年3月1日現在）  

1情報公表センター  開示した情報公表センター  

今後開示予定の情報公表センター  

間示予定のない情報公表センター  

311 

l∴  
31  開示した県  

全部今後開示予定の県  

一部今後開示予定の県  

開示予定の無い県  

2 調査拉関  

2  

2  

※ 県内に複数調査機関がある場合、一部が未開示であり、今後開示する予定の県については「一部今後開示予定の県」ということで整理している。  

○ 開示の方法  
1情報公表センター  県庁ホームページ  

県庁で閲覧  

情報公表センターホームページ  

情報公表センターで閲覧  

その他  

l＋2り  
1 121 
・公表専用ホームページ  

・社協への開示請求 等  

県庁ホームページ  

県庁で閲覧  

調査機関ホームページ  

調査機関で閲覧  

その他  

2 調査機関  

卜    d  
・情報公表センターホームページで開示  

・指定機関発行の広報誌に掲載 等  

33  
○ 開示内容（予定を含む）  

1情報公表センター  事業報告書  

収支決算書  

賃借対照表   

事業計画  

収支予算書  

その他  

I 11 

l∵  
・法人概要  

一財産目録 等   

2 調査機関  事業報告書  

収支決算書  

賃借対照表   

事業計画  

収支予算書  

その他  

※東京都については、調査機関全体をとりまとめて開示を行っている。  
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平成2の年度における情報公表手数料設定の状況  
平成20年4月1日現在  

（円）  

公表事務手数料  調査事務手数料  合計手数料額  
都道府県名  

平成19年度   平成20年度   平成19年度   平成20年度   平成19年度   平成20年度   

全国平均   12．800   10．853   41．234   34，635   54，034   45．488   

北海道  14，100  10．200   41．533   35．300   55，633   45．500   

青森県   15，000   1乙000   44，000   33，000   5g．000   45．000   

岩手県   13．800   12．000   45，200   37．300   59，000   4g，300   

宮城県   12，000   10，000   38．000   32．344   50，000   42，344   

秋田県   13，900   13，gOO   44，433   44，433   58．333   58，333   

山形県   12．000   10．000   3了．000   30．188   49，000   40．188   

福島県   12．000   11．000   38．000   32，333   50．000   43．333   

茨城県   10．000   10．000   40，000   33，600   50．000   43，600   

栃木県   12．500   1乙500   37．500   37．500   50．000   50，000   

群馬県   11．000   9，000   36．000   32．438   47．000   41．438   

埼玉県   11．500   8，900   40，917   29，588   52．417   38．488   

手套県   9，300   8．800   40．000   27，833   4g．300   36，633   

東京都   11．400   11，400   45．350   45，350   56．750   56，750   

神奈川県   9．700   8，000   42．858   31．456   52．558   39．456   

新潟県   10．500   10．500   37．400   33，472   47．900   43，972   

富山県   甘000   11，000   36，000   28，656   50．000   39．656   

石川県   14，000   11，000   36．000   2g，625   50，000   40，625   

福井県   13，000   11．000   36．000   28，281   49．000   39．281   

山梨県   15，000   13．000   42．000   31．000   57，000   44．000   

長野県   川．000   1乙000   36．300   31，163   50，300   43，163   

岐阜県   11．000   8．000   36，000   30．000   47、000   38，000   

静岡県   10．000   8．000   43．000   32，188   53．000   40．188   

愛知県   10．000   8，200   45，500   31．500   55．500   3g，700   

三重県   15，500   10．gOO   30，100   26．700   45，600   37，600   

滋賀県   12．000   12．000   38．167   38，167   50．】67   50、167   

京都府   11．000   11，000   36，000   36．000   47，000   47．000   

大阪府   15．000   8．000   46．600   35．000   61．600   43，000   

兵庫県   10．000   10，000   39，000   39．000   4g．000   4g．000   

奈良県   12．000   11．000   40，000   31，500   5乙000   4乙508   

和歌山県   12．000   12，000   40，000   40，000   52，000   5乙000   

鳥取県   9．500   9，500   45．000   36．388   54，500   45．888   

島根県   15，000   15，000   45，000   45，000   60．000   60．000   

岡山県   17．000   14，000   40．000   40．000   5了．000   54，000   

広島県   15．000   15．000   36、800   36．800   51，800   51，800   

山口県   14，000   12，000   46．000   40．000   60，000   52，000   

徳島県   11．000   11，000   46．000   36，M   57，000   47，000   

香川県   10，800   10．800   33．200   33，200   44，000   44，000   

愛媛県   15．800   11．000   46．000   41，000   61，800   52．000   

高知県   14，500   14，500   3了．000   3了，000   51．500   51，500   

福間県   12．000   9．000   48，000   31，000   60，000   40．000   

佐賀県   15．000   9，000   46．000   27．875   61，000   36，875   

長崎県   1乙500   10．000   47，500   36，000   60．000   46．000   

熊本県   14．000   10．000   45．000   35．080   5g．000   45，808   

大分県   14．000   10．000   45．000   35．000   59．000   45，000   

宮崎県   15，000   10，000   45，833   35，031   60，833   45．031   

14，500   12，000   51，825   3了．647   66，325   49，647   

沖縄県   鹿児島県  14，800   1乙000   45．000   40．000   59，800   52．000   

※ サービス別に手数料を設定している場合は、その平均籠を表記している。  

※ 調査時点（4月1日）以降に改訂を予定している都道府県に関しては手数料領が未定のため、調査時点の手数料を記鼓している。  
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介護保険法   介護保険法施行令（政令）   介護保険法施行規則（省令）   

第9節介護サービス情報の公表  （①）   （l）  

第37条の2 法第115条の29第1項の規定  （法第115条の29第1項の厚生労働省令で  
（介護サービス情報の報告及び公表）  による介護サービス情報の報告（以下この条に  定めるサービス）   

第115条の29 指定居宅サービス事業者、指  おいて「報告」という。）は、都道府県知事が毎  第140条の29 法第115条の29第1項   
定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支  年定める報告に関する計画に従い、行うものと  の厚生労働省令で定めるサービスは、訪問介   
援事業者、指定介護予防サービス事業者、指定  する。  護、・訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリ   
地域密着型介護予防サービス事業者及び指定介  テーション、通所介護（指定居宅サービス等   

2前項の計画には、都道府県知事が、その管轄         護予防支援事業者並びに指定介護老人福祉施設、   基準第105条の2に規定する指定療養適所   
介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設  する地域における介護サービス（法第115条  介護を除く。別表第2において同じ。）、適所   
の開設者（以下「介護サービス事業者」という。）  の29第1項に規定する介護サービスをいう。）   リハビリテーション、短期入所生活介護、短   
は、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型  の提供の状況を勘案し、報告の方法、期限その  期入所療養介護、特定施設入居者生活介護（養   
サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指   他の（①）厚生労働省令で定める事項を記載す   護老人ホーム及び適合高齢者専用賃貸住宅に   
定介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設、   るものとする。  係るもの並びに指定居宅サービス等基準第1   
指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型  92条の2に規定する外部サービス利用型指   
介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防  3都道府県知事は、第1項の計画を定めたとき  定特定施設入居者生活介護を除く。別表第2   
支援事業者の指定又は介護老人保健施設の許可   は、遅滞なく、これを公表しなければならない。   において同じ。）、福祉用具貸与、特定福祉用   
を受け、訪問介護、訪問入浴介護その他の（Ⅰ）  具販売、認知症対応型適所介護、地域密着型  
厚生労働省令で定めるサービス（以下「介護サ  特定施設入居者生活介護（養護老人ホーム及   

ービス」という。）の提供を開始しようとする  び適合高齢者専用賃貸住宅に係るものを除く。  
ときその他（Ⅱ）厚生労働省令で定めるとき  別表第二において同じ。）、地域密着型介護老  
は、（①）政令で定めるところにより、その握  人福祉施設入所者生活介護、居宅介護支援、   
供する介護サービスに係る介護サービス情報（介  介護福祉施設サービス、介護保健施設サービ   
護サービスの内容及び介護サービスを提供する  ス、介護療養施設サービス（法第八条第二十   
事業者又は施設の運営状況に関する情報であっ  六項に規定する療養病床等における入院患者   
て、介護サービスを利用し、又は利用しようと  の定員が八人以下である病院又は診療所に係   
する要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サー  るものを除く。別表第二において同じ。）」企   
ビスを利用する機会を確保するために公表され  護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介  
ることが必要なものとして（Ⅲ）厚生労働省  護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテー  
令で定めるものをいう。以下同じ。）を、当該  ション、介護予防通所介護、介護予防通所リ  
介護サービスを提供する事業所又は施設の所在  ハビリテ ーション、介護予防短期入所生活介  
地を管轄する都道府県知事に報告しなければな  護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特  
らない。  定施設入居者生活介護（養護老人ホーム及び  

適合高齢者専用賃貸住宅に係るもの並びに指  
定介護予防サービス等基準第二百五十三条に  

規定する外部サービス利用型指定介護予防特  
定施設入居者生活介護を除く。別表第二にお  
いて同じ。）、介護予防福祉用具貸与、特定介   

「彗  

－
か
0
0
－
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護予防福祉用具販売及び介護予防認知症対応   

型適所介護とする。   

（Ⅲ）  

（法第115条の29第1項の厚生労働省令で   
定めるとき）  

第140条の30 法第115条の29第1項   
の厚生労働省令で定めるときは、次の各号に   
掲げる基準に該当する事業所以外のものにつ   
いて、令第37条の2第1項に規定する計画   
（以下この条及び第140条の34において   
「計画」という。）で定められたときとする。   
一 第140条の34第1号の計画の基準日  
前の1年間において、提供を行った介護サ  
ービス（法第115条の29第1項に規定  
する介護サービスをいう。以下同じ。）に係   
る居宅介護サービス費」卿  

－ビス費、居宅介護福祉用具購入費、居宅  
介護サービス計画費、施設介護サービス費  

介護予防サービス費、地域密着型介護予防  
サービス費又は介護予防福祉用具購入費の  
支給の対象となるサービスの対価（以下こ  

の号において「介護サービスの対価」とい  

乏且 

円以下であるもの（介護サービスを提供す  

る事業所又は施設において、次の区分に掲  
げる介護サービスの対価として支払いを受  

けた金額が百万円以下であって、それぞれ  
当該区分に掲げる他の介護サービスの対価  

として支払いを受けた金額が百万円を超え  

るものを除く。）  
イ勝介護予防訪問介護  

口 訪問入浴介護、介護予防訪問入浴介護  
ハ 訪問看護、介護予防訪問看護  
ニ 訪問リハビリテーション、介護予防訪  
間リハビリテーション  
ホ潮企   

抑聖   

適所介護  

へ 通所リハビリテーション、介護予防通   



所リハビリテーション  

箆興される短期入所療養介護（別表第二  
ーー  

二 十二条の十  四第一号で定める施  
設において提供  される介  護予防短期入所  

、  

という。）  
第十四条第二号又は第三 第三 号で定める施  
設において提供される短期入所療養介護  

第二号又は第三号で定める施設において  

提供される介護予防短期入所療養介護（別  

表第二において「介護予防短期入所療養  

（介護療養型医療施設等）  」という。）  

ヌ 有料  老人ホームにおいて提供される特  
定礎設入居者生活介護、有料老人ホーム  
において提供される地域密着型特定廼設  

入居者生活介護、有料老人ホームにおい  
される介護予防特定施設入居雛  

ノヒ 軽費老人ホームにおいて提供される特   
定施設入居者生活介護、軽費老人ホーム   
において提供される地域密着型特定施設   
入居者生活介護、軽費老人ホームにおい  

される介護予防特定施設入居鞭  

ヲ 福祉用具貸与、絡定福祉用具販売、介   
護予防福祉用具貸与、特定介護予防福祉   
用具販売  

二 災害その他都道府県知事に対し報告を行   
うことができないことにつき正当な理由が   

あるもの   



（Ⅲ）  

（法第115条の29第1項の厚生労働省令で   
定める情報）  

第140条の31 法第115条の29第1項   
の厚生労働省令で定める情報は、介護サービ   
スの提供を開始しようとするときにあっては   
別表第1に掲げる項目に関するものとし、同   
項の厚生労働省令で定めるときにあっては別   
表第1及び別表第2に掲げる項目に関するも   
のとする。  

（①）  

（令第37条の2第2項の厚生労働省令で定め   
る事項）  

第140条の34 令第37条の2第2項の厚  
生労働省令で定める事項は、次に掲げるもの  

とする。  
計画の基準日  

計画の期間   

三 報告の対象となる介護サービス事業者（法  
第115条の29第1項に規定する介護サ  
ービス事業者をいう。以下同じ。）   
四 介護サービス事業者ごとの報告の提出先  

及び提出期限   

五 その他都道府県知事が必要と認める事項  
l■ ● ■l■ ■ ■ ● u tl■ ■ ■ tl■ ■ ■ll⊃ － ■ nl⊃【■ D n ⊂l■l亡l＋r ■■ 亡l■l▼ ● ■■ q ■ ●l■ ■■ ■  

（Ⅳ）  

（法第115条の29第2項の厚生労働省令で   

定める介護サービス情報）  

第140条の32 法第115条の29第2項   
の厚生労働省令で定める介護サービス情報（法   
第115条の29第1項に規定する介護サー   
ビス情報をいう。以下同じ。）は、別表第2に   
掲げる項目に関する情報とする。  

■ ■■ ■ ■l■ ■ ■ ■ tl■l■ ■■ ■l■ ■ ■l■ ■l■■‘■ h rl ■ ■1 n ■■ ■■ n ■■ ■ bl■ ● ■l■l■ F】 ■ ■ ■l  

（Ⅴ）  

（法第115条の29第3項の厚生労働省令で   
定める報告の内容及び調査の結果）   

■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■－■■ ■■ －－－－ － －－－ ■ ■ ■ ■－■ ■ ■ ■■●■ ■● ● ■ ■ ■■  

2 都道府県知事は、前項の規定による報告を受   
けたときは、当該報告をした介護サービス事業   

者に対し、介護サービス情報のうち （Ⅳ）厚   
生労働省令で定めるものについて、調査を行う   

ものとする。  

d■ ■ ■■11■ ■ ロ ーー ■ － － ■ －－－－ －■ ■－■ ■■一－■ ■ ■ ■▲一■ ■■ ■ ■ ■ ■■  

3 都道府県知事は、前項の規定による調査が終   
了した後、第1項の規定による報告の内容及び   
前碩の規定による調査の結果のうち （Ⅴ）厚  



生労働省令で定めるものを公表しなければなら  
ない。  

第140条の33 法第115条の29第3項   
の厚生労働省令で定める報告の内容及び調査   
の結果は、別表第1に掲げる項目に関する情   
報に係る報告の内容及び別表第2に掲げる項   
目に関する情事酎こ係る調査の結果とする。   

■l■ ■l－ ■ ■■ ■ ■ ■ ■ 一 ■l■ ■ ■ ■ t － t■ ■ ■ ■l■ t ■l■ 一 t ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ ■l■ ■ ■ ■  

4 都道府県知事は、介護サービス事業者が第1   
項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報   

告をし、又は第2項の規定による調査を受けず、   
若しくは調査の実施を妨げたときは、期間を定   

めて、当該介護サービス事業者に対し、その報   

告を行い、若しくはその報告の内容を是正し、   

又はその調査を受けることを命ずることができ   

る。  
鴫It■ ■ ■ t■ ■ ■ ■ － ■l■l■ ■ ■l●l■ ■ ■ ■ ■ t ■ 一 ■ ■ ■ ■ ■l■ ■ ■ ■ ■ ＝ ■ ■l■ ■ t■ ■  

5 都道府県知事は、指定地域密着型サービス事   
業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者   

又は指定介護予防支援事業者に対して前項の規   

定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨   

を、当該指定地域密着型サービス事業者、指定   

地域密着型介護予防サービス事業者又は指定介   

護予防支援事業者の指定をした市町村長に通知   

しなければならない。  
● ■l■l■ ■ ■ ■ ■l■l■ － ■ ■ 一 ■l■ ■ 一 ● ■ ■ ■ ■l■ ■ ■l■ ■ ■ ■ll■ ■ －1■ ■ －1■ ■ ■ ■ ■1  

6 都道府県知事は、指定居宅サービス事業者、   

指定居宅介護支援事業者若しくは指定介護予防   

サービス事業者又は指定介護老人福祉施設、介   

護老人保健施設若しくは指定介護療養型医療施   
設の開設者が第4項の規定による命令に従わな   

いときは、当該指定居宅サービス事業者、指定   

居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事   

業者、指定介護老人福祉施設若しくは指定介護   

療養型医療施設の指定若しくは介護老人保健施   

設の許可を取り消し、又は期間を定めてその指   

定若しくは許可の全部若しくは一部の効力を停   

止することができる。   
■ ■ ■l■ ■ ■ ■l■ ■■ ■l■ ■ ■l■ ■ ■l■ ■ ■ ■ ■ ■l■ t ■■ ● ■l■ ■ ■ ■ll▲ t ■ ■ ■ ■l■ ■l■ ■l  

7 都道府県知事は、指定地域密着型サービス事   

業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者   

又は指定介護予防支援事業者が第4項の規定に  

由  



よる命令に従わない場合において、当該指定地  

域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護  

予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業  

者の指定を取り消し、又は期間を定めてその指  

査事務」という。）を行わせることができる。   

並びにその代表者の氏名及び住所  

礎及び技術的能力を有するものとして（②）   

三 申請者の役員又は法人の種類に応じて（③）   

七 当該申請に係る意思の決定を証する書類  

役員の氏名及び経歴、法人の種類に応じ  
事務が不公正になるおそれがないものとして   て次条第2項各号に定める構成員の氏名（構  

（④）厚生労働省令で定める奉準に適合して   成員が法人である場合には、その法人の名  

称）並びに構成員の構成割合  

－
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七 申請者が、第37条の11において準用す   
る第37条の10第1項の規定により指定情   
報公表センター（法第115条の36第1項   
に規定する指定情報公表センターをいう。第  
37条の11において同じ。）の指定を取り消  
され、その取消しの日から起算して2年を経   
過しない者であるとき。   
八 申請者の役員のうちに、第5号に該当する   

者があるとき。   

（指定調査機関の指定の公示等）  

第37条の4 都道府県知事は、指定調査機関の   
指定をしたときは、当該指定調査機関の名称及   
び住所並びに調査事務を行う事務所の所在地を   
公示しなければならない。   

2 指定調査機関は、その名称若しくは住所又は  

の種類ごとの調査実施可能件数及び調査員   

（法第115条の31第2項に規定する調   
査員をいう。以下同じ。）の数   
十三 調査に関する苦情を処理するために講  
ずる措置の概要   

十四 その他指定に関し必要と認める事項   

（②）  

（指定調査機関の指定の基準）  

第140条の36 令第37条の3第2号に規   
定する厚生労働省令で定める基準は、職員、   
設備、調査事務の実施の方法その他の調査事   
務の実施に関する計画が、調査事務の公正か   
つ適確な実施のために適切なものであること   

とする。   

（③）   

令第37条の3第3号に規定する厚生労働  
省令で定める構成員は、次に掲げる法人の種  
類に応じ、当該各号に定める者とする。  
－ 民法（明治29年法律第89号）第34   
条の規定に基づき設立された法人 社員  

合名会社、合資会社又は合同会社 社員  
三 株式会社 株主  
四 その他の法人 当該法人の種類に応じて   
前3号に定める者に類するもの  

（④）  

3 令第37条の3第4号に規定する厚生労働   
省令で定める基準は、次に掲げるものとする。   
一 指定を受けようとする者が調査を行おう  
とする介護サービスを自ら提供していない  
こと。   
二 調査事務に関する事業に係る経理は、他  
の事業の経理と区分して行うものであるこ  

と。   
三 前2号に掲げるほか、指定を受けようと   
する者の行う他の事業が調査事務の公正か   

つ適確な実施に支障を及ぼすおそれのない  
こと。  

■   



道府県知事が行う。  

令で定める事項を記載するものとする。  

指定調査機関（法第115条の30第1項  
3都道府県知事は、調査事務の方法が適当でな   
いときは、指定調査機関に対し、その方法を改   
善すべきことを命ずることができる。   四 その他都道府県知事が必要と認める事項  

33に規定する帳簿をいう。次条において   

ー
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同じ。）の管理に関する事項  
六その他調査事務の実施に関し必要な事項   

（調査員）  （Ⅵ）   

第115条の31 指定調査機関は、調査事務を  （法第115条の31第1項の厚生労働省令で   
行うときは、 （Ⅵ）厚生労働省令で定める方  定める方法）   

法に従い、調査員に調査事務を実施させなけれ  第140条の37 法第115条の31第1項   
ばならない。  の厚生労働省令で定める方法は、次に掲げる  

ものとする。  
ー調査員2名以上によって行うこと。  
二調査客体である介護サービス事業者を訪  
間し、調査客体を代表する者に対する面接  
調査の方法によって行うこと。   

2 調査員は、調査事務に関する専門的知識及び  （②）   （⑦）   

技術を有するものとして（②）政令で定める要   （調査員の要件）   （調査員養成研修）   

件を備える者のうちから選任しなければならな   第37条の7 法第115条の31第2項の政令   第140条の41 令第37条の7第1項に規   
い。   で定める調査員（以下この条において「調査員」   定する調査員養成研修（以下「調査員養成研  

という。）の要件は、都道府県知事又はその指定   修」という。）は、調査員として必要な専門的  
する者が（⑦）厚生労働省令で定めるところに   知識及び技術を修得させることを目的として  
より行う 行われるものであって、介護サービス情報の  
成研修」という。）の課程を修了し、当該都道府   公表に関する基礎的知識、介護サービスの内  
県知事が作成する調査員名簿に登録されている   容に関する基礎的知識並びに調査事務に関す  
こととする。   る専門的知識及び技術の修得に係るものをそ  

の主たる内容とし、かつ、その他の調査員と  
して必要な専門的知識及び技術の修得に係る  
ものをその内容に含むものとする。  

2調査員養成研修は、介護サービスの種類ご  
とに厚生労働大臣が定める基準を満たす課程  

とし、その実施に当たっては、  
において修得することが求められて  
及び技術の修得がなされていること  

につき確認する等適切な方法により行わなけ  

2 都道府県知事は、前項の登録をした場合には、   
（⑧）調査員登録証明書を作成し、当該登録に   員登録証明書の様式）  

係る調査員に交付しなければならない。   第140条の42令第37条の7第2項に規  
定する調査員登録証明書の様式は、様式第1   

∵
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4 第1項の調査員養成研修を行う者の指定は、   
厚生労働省令で定めるところにより、都道府県   
の区域ごとに、その指定を受けようとする者の   
申請により、次に掲げる要件を満たすと認めら   
れる者について、当該都道府県知事が行う。   

一 法人であること。   
二 調査員養成研修を適正かつ継続的に実施す  
る能力があると認められること。   
三 次に掲げる義務を適正に履行できると認め  
られること。  
イ （⑨）厚生労働省令で定める事項を変更  
するとき又は当該事業を廃止するときは、  
あらかじめ、当該変更に係る内容及び時期  
又は当該廃止の時期並びに理由を記載した  
書面を添えて、都道府県知事の承認を受け  
ること。  
ロ（⑲）厚生労働省令で定める事項を変更す  
るときは、あらかじめ、当該変更に係る内  
容、時期及び理由を都道府県知事に届け出  
ること。  
ハ 調査員養成研修を修了した者について、  

第113条の38 令第37条の7第1項の指   
定を受けようとする者は、次に掲げる事項を   
記載した申請書又は書類を都道府県知事に提   

出しなければならない。   

一 申請者の名称及び主たる事務所の所在地  
並びにその代表者の氏名及び住所   
二 介護支援専門員実務研修及び更新研修（以  下この条において「研修」という。）の名称   
三 研修を行う施設の所在地   
四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記  

事項証明書又は条例等   

五 第113条の37第1項第5号から第7  
旨までに掲げる事項   

六 受講料その他研修の受講者から受領する  

金額   

七 研修の課程並びに講師の氏名、履歴及び  

担当科目   

八 その他指定に関し必要があると認める事  

項  

（⑨）   

令第37条の7第4項第3号イの厚生労働  
省令で定める事項は、前項第6号及び第7号  
に掲げる事項とする。   



成し、成し、これを都道府県知事に提出し、  （⑩）  
及び当該事業の終了後、速やかに、当該事  3 令第37条の7第4項第3号ロの厚生労働  
業の実績を都道府県知事に報告すること。   省令で定める事項は、第1項第1号から第4  
ホ 調査員養成研修の実施に関して都道府県  号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）  
知事が当該事業に関する情報の提供、当該  
事業の内容の変更その他の必要な指示を行  

った場合に、当該指示に従うこと。  （⑪）  

4令第芦7条の7第4項第3号ハの厚生労働  
5都道府県知事は、調査員養成研修を行う者が、   
前項各号の要件を満たすことができなくなった  名、生年月日、研修の受講の開始年月日及び  

と認められるときは、第1項の指定を取り消す  
ことができる。  

6都道府県知事は、第1項の規定による指定及  
び前項の規定による取消しを行ったときは、そ  
の旨を公示しなければならない。  

7前各項に規定するもののほか、調査員養成研  
修に関して必要な事項は、厚生労働省令で定め  
る。   

（秘密保持義務等）  

第115条の32指定調査機関（その者が法人  
である場合にあっては、その役員。次項におい  
て同じ。）若しくはその職員（調査員を含む。  
同項において同じ。）又はこれらの職にあった  
者は、調査事務に関して知り得た秘密を漏らし  
てはならない。  

2指定調査機関及びその職員で調査事務に従事  
する者は、刑法その他の罰貝tjの適用については、  
法令により公務に従事する職員とみなす。  

（改善命令）  

第37条の8都道府県知事は、指定調査機関が  
第37条の3第2号から第4号までのいずれか  
に該当するに至ったと認めるときは、指定調査  
機関に対し、調査事務の運営を改善するために  
必要な措置を採るべきことを命ずることができ  

る。  
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（指定調査機関の業務の休廃止の許可の公示）  

第37条の9都道府県知事は、法第115条の  
35の許可をしたときは、その旨を公示しなけ  

■■■■★■l■■■■■■■■■■■■■■■■l■■l■＝■l■■l■●■■■■■■■■■t－ 

（指定調査機関の指定の取消し等）  

第37条の10都道府県知事は、指定調査機関  
が次の各号のいずれかに該当するときは、当該  
指定調査機関に対し、その指定を取り消し、又  
は期間を定めて調査事務の全部若しくは一部の  
停止を命ずることができる。  
一指定調査機関が、不正の手段により、法第  
115条の30第1項の指定を受けたとき。  
二指定調査機関が、第37条の3第1号、第  

第37条の6第1項の規定に違反したとき。  

37条の6第2項又は第37条の8の規定に  
よる命令に違反したとき。  
五指定調査機関が、第37条の6第1項の認  
可を受けた調査事務規程によらないで調査事  
務を行ったとき。  
六指定調査機関が、調査事務に関し著しく不  
適当な行為をしたとき。  

2都道府県知事は、前項の規定により指定を取  
り消し、又は調査事務の全部若しくは一部の停  

（帳簿の備付け等）  

第115条の33 指定調査機関は、厚生労働省  （法第115条の33の厚生労働省令で定める   
令で定めるところにより、調査事務に関する事  
項で （Ⅶ）厚生労働省令で定めるものを記載  第140条の40 法第115条の33の厚生   
した帳簿を備え、保存しなければならない  労働省令で定める事項は次に掲げるものとす  

一調査を行った年月日  



二調査を行った介護サービス事業者の名称  
三調査を行った調査員の氏名  

2前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備  
えられたファイル又は磁気ディスクに記録さ  
れ、必要に応じ指定調査機関において電子計  
算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示  
されるときは、当該記録をもって、帳簿への  
記載に代えることができる。  

3指定調査機関は、帳簿（前項の規定による  
記録が行われた同項のファイル又は磁気ディ  

スクを含む。）を調査事務の全部を廃止するま  
で保存しなければならない。   

第115条の34都道府県知事は、調査事務の  
公正かつ適確な実施を確保するため必要がある  
と認めるときは、指定調査機関に対し、調査事  
務に関し必要な報告を求め、又は当該職員に関  
係者に対して質問させ、若しくは指定調査機関  
の事務所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書  
類その他の物件を検査させることができる。  

tヨ■■■■IPl■■■■■－■l■■－■■－■■一■■■1－■■■■■■■－■■■■■■■■l▲■  

2第24条第3項の規定は前項の規定による質  
間又は検査について、同条第4項の規定は前項  
の規定による権限について準用する。  

（指定情報公表センターの指定）   （Ⅷ）   

（参考）準用規定の内容  ・  

る者（以下「指定情報公表センター」という。）  定める事務）   

（指定情報公表センターの指定等）  第140条の44 法第115条の36第1項   
びに指定調査機関の指定に関する事務で （Ⅷ）  ：第37条の11において準用する37条の3  の厚生労働省令で定める事務は、次に掲げる   
厚生労働省令で定めるもの（以下「情報公表事  都道府県知事は、指定情報公表センター（法王  ー ものとする。   

務」という。）の全部又は一部を行わせアーiこと  ■ 第115条の36第1項に規定する指定情報；  一 介護サービス情報の報告の受理に関する   

－
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ができる。   公表センターをいう。以下同じ。）の指定の申   
請があった場合において、次の各号のいずれ   

かに該当するときは、その指定をしてはなら   
ない。この場合において、指定に関して必要   
な手続は、厚生労働省令で定める。   
－  申請者が法人でないとき。   

申請者が、情報公表事務（法第115条  
の30第1項に規定する情報公表事務をい  
う。以下同じ。）を公正かつ適確に実施する  
に足りる経理的基礎及び技術的能力を有す  
るものとして（⑫）厚生労働省令で定める   
基準に適合していないとき。   
三 申請者の役員又は法人の種類に応じて   
（⑬）厚生労働省令で定める構成員若しく   

は職員の構成が情報公表事務の公正な実施   

に支障を及ぼすおそれがあるとき。   
四 前号に定めるもののほか、申請者が、情   
報公表事務が不公正になるおそれがないも  
のとして（⑭）厚生労働省令で定める基準  
に適合していないとき。   

五 申請者が、法の規定により刑に処せられ  
その執行を終わり、又は執行を受けること  
がなくなった日から起算して2年を経過し  
ない者であるとき。   
六 申請者が、第37条の10第1項の規定  
により指定情報公表センターの指定を取り  
消され、その取消しの日から起算して2年  
を経過しない者であるとき。   
七 申請者が、第37条の11において準用  
する第37条の10第1項の規定により指  
定情報公表センター（法第115条の36  
第1項に規定する指定情報公表センターを  
いう。第37条の11において同じ。）の指  
定を取り消され、その取消しの日から起算  
して2年を経過しない者であるとき。   
八 申請者の役員のうちに、第5号に該当す  
る者があるとき。   

（指定情報公表センターの指定の公示等）  

第37条の11において準用する第37条の4   

事務  

二 介護サービス情報の公表に関する事務  
三 法第115条の30第1項の指定に係る   
審査に関する事務  

（参考）準用規定の内容  

（指定情報公表センターの指定の申請）  

第140条の48において準用する第140   

条の35 法第115条の36第1項の指   
定を受けようとする者は、その公表を行お   

うとする介護サービスの種類ごとに、次に   

掲げる事項を記載した申請書又は書類を都   
道府県知事に提出しなければならない。   

－ 申請者の名称及び主たる事務所の所在  
地並びにその代表者の氏名及び住所   
二 情報公表事務（法第115条の30第   
1項に規定する情報公表事務をいう。以  
下同じ。）を行う事務所の名称及び所在地   
三 申請者の定款、寄付行為及びその登記  

事項証明書又は条例等   

四 当該申請に係る事業の開始予定年月日   
五 当該申請の日の属する事業年度の直前  

の事業年度の貸借対照表及び損益計算書   
六 当該申請の日の属する事業年度及び翌  
事業年度の事業計画書及び収支予算書   
七 当該申請に係る意思の決定を証する書  

類   
八 役員の氏名及び経歴、法人の種類に応  

じて次条第2項各号に定める構成員の氏  
名（構成員が法人である場合には、その  
法人の名称）並びに梢成員の構成割合   
九 現に行っている業務の概要を記載した  

書類   

十 情報公表事務の実施の方法に関する計  
画を記載した書類   

十一 申請者が令第37条の11において  
準用する令第37条の3各号に該当しな  
いものであることを誓約する書面   



都道府県知事は、指定情報公表センターの指   
定をしたときは、当該指定情報公表センター   

の名称及び住所並びに情報公表事務を行う事   
務所の所在地を公示しなければならない。   

第37条の11において準用する第37条の1   
0 都道府県知事は、指定情報公表センター   
が次の各号のいずれかに該当するときは、当   
該指定情報公表センターに対し、その指定を   
取り消し、又は期間を定めて情報公表事務の   
全部若しくは一部の停止を命ずることができ   

る。   
一  指定情報公表センターが、不正の手段に  

より、法第115条の36第1項の指定を  
受けたとき。   

二 指定情報公表センターが、第37条の1   
1において準用する第37条の3第1号、  
第5号、第6号及び8号のいずれかに該当  

するに至ったとき。   
三 指定情報公表センターが、第37条の1   
1において準用する第37条の4第2項又  
は第37条の6第1項の規定に違反したと  
き。   

四 指定情報公表センターが、第37条の1   
1において準用する第37条の5第3項、  
第37条の6第2項又は第37条の8の規  
定による命令に違反したとき。   
五 指定情報公表センターが、第3て条の1   
1において準用する第37条の6第1項の  

認可を受けた’情報公表事務規程によらない  

で情報公表事務を行ったとき。   
六 指定情報公表センターが、情報公表事務  
に関し著しく不適当な行為をしたとき。   

2 都道府県知事は、第37条の11において   
準用する前項の規定により指定を取り消し、   
又は情報公表事務の全部若しくは一部の停止   

を命じたときは、その旨を公示しなければな   
らない。   

十二 公表に関する苦情を処理するために  
講ずる措置の概要   

十三 その他指定に関し必要と認める事項   

（⑫）  

（指定情報公表センターの指定の基準）  

第140条の48において準用する第14条   
の36 令第37条の11において準用す   
る令第37条の3第2号に規定する厚生労   
働省令で定める基準は、職員、設備、情報   
公表事務の実施の方法その他の情報公表事   

務の実施に関する計画が、情報公表事務の   
公正かつ適確な実施のために適切なもので   

あることとする。   

（⑬）  

第140条の48において準用する第140   
条の36第2項 令第37条の11におい   
て準用する令第37条の3第3号に規定す   
る厚生労働省令で定める構成員は、次に掲   
げる法人の種類に応じ、当該各号に定める   

者とする。   
一 民法（明治29年法律第89号）第3  
4条の規定に基づき設立された法人 社  

員   

合名会社、合資会社又は合同会社 社  
員   

三 株式会社 株主   
四 その他の法人 当該法人の種類に応じ  

て前3号に定める者に類するもの   

（⑭）  

第140条の48において準用する第140   
条の36第3項 令第37条の11におい   
て準用する令第37条の3第4号に規定す   
る厚生労働省令で定める基準は、次に掲げ   
るものとする。   

一 指定を受けようとする者が調査を行お  
とする介護サービスを自ら提供していな  

いこと。  

i   



2前項の指定は、都道府県の区域ごとに、その  
指定を受けようとする者の申請により、当該都  
道府県知事が行う。  

3第115条の30第3項及び第115条の3  
2から前条までの規定は、指定情報公表センタ  
一について準用する。この場合においてこれら  

の規定中「調査事務」とあるのは「情報公表事  
務」と、「指定調査機関」とあるのは「指定情  
報公表センター」と、「職員（調査員を含む。  
同項において同じ。）」とあるのは「職員」と読  
み替えるものとするほか、必要な技術的読替え  

（参考）準用規定の内容  

7条の規定に基づき情報公表事務に係る手数：  
料を徴収する場合においては、第115条3‡  
6第1項の規定により指定情報公表センタ十  
が行う情報公表事務に係る第115条の29：  
第1項の報告を行おうとする者に、条例で定：  
めるところにより、当該手数料を当該指定情‡  



t（秘密保持義務等）  

：第115条36において準用する第115条の宣  
32指定情報公表センター（その者が法人：  
である場合にあっては、その役員。第115…  
●条の36第3項において準用する次項におい宣  
－て同じ0）若しくはその職員又はこれらの職に；  

あった者は、情報公表事務に関して知り得た‡  
秘密を漏らしてはならない。  

■■■■■t■■●■■－■■■■■■■■■■■■＝■ト■－■■■■■■■■■■  

儒115条36において準用する第115条の室  

32第2項指定情報公表センター及びその；  
・職員で情報公表事務に従事する者は、刑法そ：  
の他の罰則の適用については、法令により公：  
務に従事する職員とみなす。 

（帳簿の備付け等）  （Ⅸ）   

ミ第115条36において準用する第115条のミ  （法第115条の36第3項において準用する   
33 指定情報公表センターは、厚生労働省；  法第115条の33の厚生労働省令で定める   
．令で定めるところにより、情報公表事務に関；  事項）   

する事項で （Ⅸ）厚生労働省令で定めるもミ  第140条の47 法第115条の36第3項   
のを記載した帳簿を備え、保存しなければな：  において準用する法第115条の33の厚生   
らない。  労働省令で定める事項は、次に掲げるものと  

する。  
一介護サービスの報告を受理した年月日  

二介護サービス情報の公表を行った年月日  
三指定情報公表センターの指定に係る審査  

に関する事項  

（参考）準府規定の内容  

：第140条の48において準用する第140；  
●条の40第2項前項各号に掲げる事項が；  

．電子計算機に備えられたファイル又は磁気ミ  
ディスクに記録され、必要に応じ指定情報；  
■公表センターにおいて電子計算機その他のぎ  

機器を用いて明確に紙面に表示されるときミ  

●は、当該記録をもって、「帳簿（第140条；  
の45に規定する帳簿をいう。以下この条；  
において同じ。）への記載に代えることがで：  

きる。  



かつ適確な実施を確保するため必要があると‡  

●■■■■■■■■■●■■■■■●■一暮■一－■■－－一一■■■■d■■■■■■■  

ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー‾－‾‾‾  



（指定情報公表センター）  

：第37条の11において準用する第37条の4；   
第2項 指定情報公表センターは、その名称ミ   
若しくは住所又は情報公表事務を行う事務所；   
の所在地を変更しようとするときは、変更しミ   
ようとする日の2週間前までに、その旨を都；   
道府県知事に届け出なければならない。  

■■■■■■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●■■■■■■■■■■●■  

‡第37条の11において準用する第37条の4；   

第3項 都道府県知事は、第37条の11に：   
おいて準用する前項の規定による届出があっi   

たときは、その旨を公示しなければならない。…  
十－…■一■一一－■－■－－■－－t－－－－－■－■－－－t－－－■－－・－づ  

t （調査の方法）  

滞37条の11において準用する第37条の5毒  
：指定情報公表センターは、公正に、かつ、都：   
道府県知事が毎年定める情報公表事務に関すモ   

る計画に従い、情報公表事務を行わなければ；   
ならない。  

▲■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■＿■●■■1．■l■■■■■■■■■  

牒37条の11において準用する第37条の5！  
．第2項 第37条の11において準用する前：   
項の計画には、情報公表事務の対象となる介ミ   
護サービス事業者（法第115条の29第1】   
項に規定する介護サービス事業者をいう。）の1   

名称、調査を行うべき時期その他の（⑮）厚   
生労働省令で定める事項を記載するものとす  

t る。  

（令第37条の11において準用する令第37   
条の5第2項の厚生労働省令で定める事項）  

（⑮）  

第140条の46 令第37条の11において   
準用する令第37条の5第2項の厚生労働省   

令で定める事項は、次に掲げるものとする。   

一 計画（令第37条の11において準用す  
る令第37条の5第1項の計画をいう。）の  

期間   

二 介護サービス事業者ごとの公表を行う月   
三 報告の受理に関する事項   

四 指定調査機関の審査に関する事項   
五 その他都道府県知事が必要と認める事項  

■l■ ■ t■ ■lt ■ ■ ■ ■ ■ ■l■ t ● ■ ● ■l■■ ■l■ ■ ●l■ ■ ■■ ■ ■ ● ■ … ■ ■ ▼ ■ ■ll■ q   ▲■●■■■t■■■＝ ＝■t－■■■■■t■■■■ ■■■■■■●＝ ■■■  

廃37条の11において準用する第37条の5≧   
第3項 都道府県知事は、情報公表事務の方‡   
法が適当でないときは、指定情報公表センタ：   

－、に対し、その方法を改善すべきことを命ず：   
ることができる。  



ト‥・・＝‥・＝・t‥＝…‥・‥＝・■＝＝‥‖．．J  

（情報公表事務規程）  

；第37条の11において準用する第37条の6；  

指定情報公表センターは、情報公表事務の；   
開始前に、（⑬）厚生労働省令で定める情報公；   

表事務の実施に関する事項について情報公表；   
事務規程を定め、都道府県知事の認可を受け…   
なければならない。これを変更しようとするミ   

ときも、同様とする。  

■t ■ ● ■ ■ ■ ■ ■■ － ■ ■ ■ － ● － ■ ■ － －【－ ■■l■ ■ ■ ■ ■ ●■■ ■ ■ ■■ ■ － ■ ■ d  

（情報公表事務規程の記載事項）  

（⑯）  

第140条の45 令第37条の11において   
準用する令第37条の6第1項の厚生労働省   
令で定める事項は、次に掲げるものとする。   

一 情報公表事務を行う時間及び休日に関す  
る事項   

二 情報公表事務を行う事務所に関する事項   
三 手数料の収納の方法に関する事項   

四 情報公表事務の実施の方法に関する事項   
玉 情報公表事務に関する帳簿（法第115   
条の36第3項において準用する法第11  
5条の33に規定する帳簿をいう。）の管理  
に関する事項   

六 その他情報公表事務の実施に関し必要な  
事項   

第37条の11において準用する第37条の5；   
第2項 都道府県知事は、第37条の11に；   
おいて準用する前項の規定により認可をした‡   

情報公表事務規程が情報公表事務の公正かつぎ   

適確な実施上不適当となったと認めるときは、；   
指定情報公表センターに対し、これを変更す‡   
べきことを命ずることができる。  
■■■●●■■■■■■■－…■■■－■－■■－－■■－－■－■■■■■■■■l●  

（改善命令）  

儒37条の11において準用する第37条の8j  
都道府県知事は、指定情報公表センターが；   
第37条の11において準用する第37条の：   
3第2号から4号までのいずれかに該当する≡   

に至ったと認めるときは、指定情報公表セン；   
タ一に対し、情報公表事務の運営を改善する；  
・ために必要な措置を採るべきことを命ずるこ‡   
とができる。  

▲－－■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■t■－■■－■  

牒37条の11において準用する第37条の9…  
都道府県知事は、法第115条の36第3‡   
項において準用する法第115条の35の許；   

可をしたときは、その旨を公示しなければな：   
らない。  

附則   

（調査員養成研修等の経過措置）  

第22条 次に掲げる者は、調査員養成研修（新   
令第37条の7第1項に規定する調査員養成研  



修をいう。以下この条において同じ。）この課程  
を修了している者とみなし、同項の規定により  
当該都道府県の調査員名簿（同項の調査員名簿  
をいう。）に登録するものとする。  
一 この政令の施行の際限に調査員養成研修に   

相当する研修として都道府県知事が公示する   
もの（以下この号及び次号において「適格研   

修」という。）の課程を修了したことにつき、   
当該適格研修を行った者から該当適格研修の   
課程を修了した旨の証明書の交付を受けてい   

る者  

二 この政令の施行の際限に適格研修を受講中   
であり、この政令の施行後当該適格研修の課   

程を修了したことにつき、当該適格研修を行   
った者から該当適格研修の課程を修了した旨   
の証明書の交付を受けている者  

別表第1  33関係）  

（第140条の31、第140条の  
（略）  

別表第2 （第140条の31、第140条の   

33関係  （略）  （政令への委任）  

第115条の37 この節に定めるもののほか、   
指定調査機関及び指定情報公表センターに関し   

必要な事項は、政令で定める。  様式第13号（第140条の42関係）  
（略）   

（慧  




